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高齢者向け社会支出と高齢化率、国民負担率の国際比較

○ 我が国の⾼齢者向け社会⽀出（年⾦、医療、介護）は、諸外国と⽐較して⾼い⽔準になっている。
○ 国⺠負担率を勘案すると、我が国の⾼齢者向け社会⽀出の⽔準は諸外国と⽐べ、受益と負担の不均衡が⾒られる。
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（出典） ⾼齢化率︓ UN “ World Population Prospects”、総務省「国勢調査」等。⾼齢者向け社会保障⽀出︓ OECD “ Social Expenditure Database”。
国⺠負担率︓ OECD “ National Accounts”、“Revenue Statistics”、 内閣府「国⺠経済計算」等。

（注１） ⾼齢者向け社会⽀出は、Old age（主に年⾦、介護）、Survivors Pension（遺族年⾦）、Health（主に医療）の合計値。
（注２） 数値は2013年時点のもの（ギリシャ、メキシコ、ポーランドは2010年時点の数値）。
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社会保障と税の一体改革の全体像

社会保障にかかる費用の相当部分を将来世代につけ回しているという現状を改善するために、「社会保障と税の一体改革」を進

めている。
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平成２４年５月～：社会保障・税一体改革関連法案

平成２５年８月６日：国民会議報告書とりまとめ

１０月１５日：社会保障制度改革プログラム法案の提出

社会保障制度改革推進法 （自民党・民主党・公明党の３党合意に基づく議員立法）

○ 社会保障改革の「基本的な考え方」、年金、医療、介護、少子化対策の４分野の「改革の基本方針」を明記
○ 社会保障制度改革国民会議の設置を規定

２０１４年（平成２６年）の通常国会以降：順次、個別法改正案の提出

社会保障制度改革国民会議（委員は15名の有識者により構成（会長：清家篤 慶應義塾長））

○ 改革推進法により設置され、20回にわたり議論
○ 総論のほか、少子化、医療、介護、年金の各分野の改革の方向性を提言

社会保障改革プログラム法案（社会保障制度改革の全体像・進め方を明らかにする法律案）の提出
○ 社会保障４分野の講ずべき改革の措置等について、スケジュール等を規定
○ 改革推進体制の整備等について規定

１２月５日：社会保障制度改革プログラム法の成立、同１３日：公布・施行

平成２１年度税制改正法附則第104条（H21.3）

税制抜本改革法（消費税率の引上げ）／子ども・子育て「政府は、基礎年金の国庫負担割合の２分の１への引上
げのための財源措置並びに年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する
費用の見通しを踏まえつつ、(中略)遅滞なく、かつ、段階的に消費税を含む税制の抜本改革を行うため、平成２３
年度までに必要な法制上の措置を講ずるものとする」

社会保障と税の一体改革の経緯

税制抜本改革法（消費税率の引上げ）／子ども・子育て支援関連３法／年金関連４法 が成立

（旧自公政権）

（民主党政権）

（自公政権）
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38.4兆円

消費税引上げに伴う増
0.8兆円

年金国庫負担1/2等
3.2兆円

社会保障の充実
2.8兆円

7.3兆円
後代への負担の
つけ回しの軽減

社会保障４経費
（国・地方）
38.4兆円

社会保障４経費
（国・地方）
44.8兆円

消費税収4％分
(国・地方）
（現行の地方
消費税除く）

11.2兆円

＜改革を織り込んでいない姿＞ ＜改革を織り込んだ姿＞
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１％
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４％

38.4兆円

消費税収4％分
(国・地方）
（現行の地方
消費税除く）

11.2兆円

差額
27.2兆円

（注１）社会保障制度改革推進法では、「国民が広く受益する社会保障に係る費用をあらゆる世代が広く公平に分かち合う観点等から、社会保障給付に要する費用に
係る国及び地方公共団体の負担の主要な財源には、消費税及び地方消費税の収入を充てるもの」とされている（社会保障制度改革推進法第２条第１項４号）。

（注２）計数は、２０２１年度時点の見込み。
（注３）上図の社会保障４経費のほか、「社会保障４経費に則った範囲」の地方単独事業がある。
（注４）引上げ分の地方消費税については、地方税法において、社会保障施策に要する経費に充てるとされている。また、引上げ分の地方消費税と消費税に係る交付税

法定率分の総額を、地方単独事業を含む地方の社会保障給付費の総額と比較し、社会保障財源となっていることを毎年度確認することとされている。
（注５）社会保障の充実については、消費税引上げ分2.4兆円と重点化・効率化による財政効果０．４兆円を合わせて、１％相当分２．８兆円の充実を行うこととしている。

全
て
社
会
保
障
財
源
化

今般の社会保障・税一体改革の目的
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経済財政運営と改革の基本方針2018（平成30年6月15日閣議決定）（抄）

第３章 「経済・財政⼀体改⾰」の推進
２．2019年10⽉１⽇の消費税率引上げと需要変動の平準化

2019年10⽉１⽇の消費税率10％への引上げに当たっては、教育負担の軽減・⼦育て層⽀援・介護⼈材の確保等の拡
充や低所得者への配慮とともに、消費税率の引上げに伴う駆け込み需要・反動減といった経済変動を可能な限り抑制す
ることが経済全体にとって有益であることから、以下の取組を進めるとともに、消費税率引上げの必要性やその影響を
緩和する措置などについて、国⺠に分かりやすく広報を⾏う。

（１）消費税率引上げ分の使い道の⾒直し
社会保障の充実と財政健全化のバランスを取りつつ、⼈づくり⾰命の安定財源を確保するために、2019年10⽉１⽇

に予定している消費税率引上げ分の使い道の⾒直しを⾏った。具体的には、消費税率の２％の引上げによる５兆円強の
税収のうち、従来は５分の１を社会保障の充実に使い、残り５分の４を財政再建に使うこととしていたが、これを変更
し、教育負担の軽減・⼦育て層⽀援・介護⼈材の確保等と、財政再建とに、それぞれ概ね半分ずつ充当する。このうち、
介護⼈材の処遇改善について消費税率引上げ⽇の2019年10⽉１⽇に合わせて実施するとともに、幼児教育の無償化に
ついてもこれを⽬指し、消費税率引上げによる経済的な悪影響を緩和することとする。

（２）軽減税率制度の実施
2019年10⽉１⽇の消費税率10％への引上げに当たっては、低所得者に配慮する観点から、酒類及び外⾷を除く飲⾷

料品と定期購読契約が締結された週２回以上発⾏される新聞について軽減税率制度を実施することとしており、引き続
き、制度の円滑な実施に向けた準備を進める。

（次⾴へ）
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経済財政運営と改革の基本方針2018（平成30年6月15日閣議決定）（抄）

第３章 「経済・財政⼀体改⾰」の推進
２．2019年10⽉１⽇の消費税率引上げと需要変動の平準化（続き）
（３）駆け込み・反動減の平準化策

我が国においては、消費税は1989年に導⼊されて以降、導⼊時及び税率引上げ時に、⼀律⼀⻫に価格を引き上げる
税制との認識が広く定着している。これに対し、1960年代から1970年代前半に付加価値税が導⼊され、税率引上げの
経験を積み重ねてきている欧州諸国では、税率引上げに当たり、どのようなタイミングでどのように価格を設定するか
は、事業者がそれぞれ⾃由に判断している。このため、税率引上げの⽇に⼀律⼀⻫に税込価格の引上げが⾏われること
はなく、税率引上げ前後に⼤きな駆け込み需要・反動減も発⽣していない。

消費税は消費に広く公平に負担を求める性格のものであることを踏まえた上で、2019年10⽉１⽇の消費税率引上げ
に当たり、税率引上げの前後において、需要に応じて事業者のそれぞれの判断によって価格の設定が⾃由に⾏われるこ
とで、駆け込み需要・反動減が抑制されるよう、その⽅策について、具体的に検討する。

⼀⽅で、下請等の中⼩企業・⼩規模事業者に対する消費税の転嫁拒否等が⾏われないよう、転嫁拒否等に対する監視、
取締りや、事業者等に対する指導、周知徹底等に努め、万全の転嫁対策を講じるとともに、商店街の活性化、中⼩企
業・⼩規模事業者のＩＴ・決済端末の導⼊やポイント制・キャッシュレス決済普及を促進する。
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経済財政運営と改革の基本方針2018（平成30年6月15日閣議決定）（抄）

第４章 当⾯の経済財政運営と2019年度予算編成に向けた考え⽅

（当⾯の予算編成の基本的考え⽅）
① 前回2014年４⽉の消費税率の引上げの経験も踏まえ、2019年10⽉１⽇における消費税率引上げに伴う需要変動に

対して機動的な対応を図る観点から、歳出改⾰の取組を継続するとの⽅針とは別途、臨時・特別の措置を2019・
2020年度当初予算において、講ずることとする。その具体的な内容については、2019年10⽉１⽇に予定されている
消費税率引上げの需要変動に対する影響の程度や経済状況等を踏まえ、各年度の予算編成過程において検討する。

② 2019年度予算は、新計画における社会保障改⾰を軸とする基盤強化期間の初年度として、社会保障関係費や⾮社
会保障関係費等について歳出改⾰の取組を継続するとの⽅針に沿った予算編成を⾏う。

③ 無駄な予算を排除するとともに、真に必要な施策に予算が重点配分されるよう、厳格な優先順位付けを⾏い、メリ
ハリのついた予算とする。
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経済財政運営と改革の基本方針2018（平成30年6月15日閣議決定）（抄）

第３章 「経済・財政⼀体改⾰」の推進
４．主要分野ごとの計画の基本⽅針と重要課題
（基本的考え⽅）

社会保障は歳出改⾰の重点分野である。社会構造の変化に的確に対応し、持続可能な社会保障制度の確⽴を⽬指すことで、
国⺠が将来にわたる⽣活に安⼼感と⾒通しを持って⼈⽣設計を⾏い、多様な形で社会参加できる、質の⾼い社会を実現する。
こうした取組により、社会保障制度が経済成⻑を⽀える基盤となり、消費や投資の活性化にもつながる。同時に、社会保障制
度の効率化を通じて、国⺠負担の増加の抑制と社会保障制度の安定の両⽴を図る。

再⽣計画の改⾰⼯程表の全44項⽬を着実に推進する。⾏動変容等を通じた医療・介護の無駄の排除と効率化の徹底、⾼齢
化・⼈⼝減少を⾒据えた地域のサービス体制の整備等の取組を加速・拡⼤する。給付と負担の⾒直し等による社会保障の持続
可能性の確保を確実に図りつつ、エビデンスに基づく費⽤対効果を踏まえながら、健康寿命を延伸し社会の活⼒を維持すると
ともに、⼈⼿不⾜の中でのサービス確保に向けた医療・介護等の分野における⽣産性向上を図るための取組を進める。
基盤強化期間の重点課題は、⾼齢化・⼈⼝減少や医療の⾼度化を踏まえ、総合的かつ重点的に取り組むべき政策を取りまと

め、期間内から⼯程化、制度改⾰を含め実⾏に移していくこと及び⼀般会計における社会保障関係費の伸びを、財政健全化⽬
標と毎年度の予算編成を結び付けるための仕組みに沿ったものとすることである。

こうした取組に向け、2040年頃を⾒据え、社会保障給付や負担の姿を幅広く共有し、国⺠的議論を喚起することが重要であ
り、受療率や⽣産性の動向、⽀え⼿の減少や医療技術の⾼度化の進展等を踏まえた具体的な将来⾒通しを関係府省が連携して
⽰す。あわせて、予防 ・健康づくり等による受療率の低下や⽣産性向上の実現に向けて、具体的な⽬標とそれにつながる各施
策のＫＰＩを掲げ推進する。

これらの取組を通じて、全世代型の社会保障制度を構築し、世界に冠たる国⺠皆保険・皆年⾦の維持、そして次世代への継
承を⽬指す。
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Ⅱ．医 療
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（出所）厚⽣労働省「医療費に関する基礎資料」、「国⺠医療費の概況」

（兆円）

（年度）

国 ⺠ 医 療 費 （兆円）

後期⾼齢者（⽼⼈）医療費 （兆円）

医療費の動向

70歳以上 → 75歳以上
（〜H14.9） （H19.10〜）

介護保険導⼊

⾃⼰負担割合
３割に統⼀

後期⾼齢者医療制度導⼊

（診療報酬改定率） ＋0.2％ ▲2.7％ ▲1.0％ ▲3.16％ ▲0.82％ ＋0.19％ ＋0.004％ ＋0.１％ ▲0.84％ ▲0.90％

予算
ﾍﾞｰｽ

予算
ﾍﾞｰｽ

⽼⼈医療の対象年齢の引上げ
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近年の医療費の伸び

診療報酬改定の影響 ⼈⼝増減／⾼齢化の影響

⾼度化等の影響

医療費の伸び率

○ 医療費の伸びを要因分解すると、⾼齢化などの⼈⼝動態による影響のほか、医療の⾼度化等による
影響がある。

○ 平成28年度は、平成27年度が⾼額薬剤の影響等で⾼い伸びとなったのに対し、抗ウイルス剤の薬剤
料の⼤幅な減少等により⼀時的にマイナスとなったものであり、医療費増加のトレンドは変わってい
ない。

13
（出典）厚⽣労働省「医療保険に関する基礎資料」



医療保険制度の体系

14

後期高齢者医療制度

約16兆円

65歳

75歳

・75歳以上
・約1,750万人
・保険者数：47（広域連合）

健康保険組合協会けんぽ（旧政管健保）国民健康保険
（市町村国保＋国保組合）

共済組合

※１ 加入者数・保険者数、金額は、平成30年度予算ベースの数値。
※２ 上記のほか、経過措置として退職者医療（対象者約23万人）がある。
※３ 前期高齢者数（約1,700万人）の内訳は、国保約1,280万人、協会けんぽ約310万人、健保組合約90万人、共済組合約10万人。

約10兆円 約６兆円 健保組合・共済等 約５兆円

・大企業のサラリーマン
・約2,880万人
・保険者数：約1,400

・中小企業のサラリーマン
・約3,950万人
・保険者数：１

・公務員
・約850万人
・保険者数：85

・自営業者、年金生活者、
非正規雇用者等

・約3,340万人
・保険者数：約1,900

前期高齢者財政調整制度（約1,700万人）約７兆円（再掲） ※３



各保険者の比較

市町村国保
自営業者、年金生活者、

非正規雇用者等

協会けんぽ
（中小企業のサラリーマン）

組合健保
（大企業のサラリーマン）

共済組合
（公務員）

後期高齢者医療制度
（75歳以上）

保険者数
（平成28年3月末）

1,716 1 1,405 85 47

加入者数
（平成28年3月末）

3,182万人
（1,941万世帯）

3,716万人
・被保険者2,158万人
・被扶養者1,559万人

2,914万人
・被保険者1,581万人
・被扶養者1,332万人

877万人
・被保険者450万人
・被扶養者427万人

1,624万人

加入者平均年齢 51.9歳 36.9歳 34.6歳 33.1歳 82.3歳

65～74歳の割合 32.5％ 5.0％ 2.6％ 1.4％ 2.6％

加入者一人
当たり医療費

35.0万円 17.4万円 15.4万円 15.7万円 94.9万円

加入者一人
当たり平均所得

84万円
一世帯当たり

140万円

145万円
一世帯当たり

249万円

211万円
一世帯当たり

387万円

235万円
一世帯当たり

456万円

80万円

加入者一人
当たり平均保険料

〈事業主負担込〉

8.4万円
一世帯当たり

13.9万円

10.9万円
<21.9万円>

被保険者一人当たり
18.8万円<37.7万円>

12.2万円
<26.7万円>

被保険者一人当たり
22.4万円<49.2万円>

14.0万円
<27.9万円>

被保険者一人当たり
27.1万円<54.3万円>

6.7万円

保険料負担率 10.0％ 7.5％ 5.8％ 6.0％ 8.4％

公費負担
給付費等の約50％
＋保険料軽減等

給付費等の
16.4％

後期高齢者支援金等の負担が
重い保険者等への補助

なし

給付費等の約50％
＋保険料軽減等

公費負担額
（平成30年度予算）

４兆３，７８４億円
(国３兆１，５８１億円)

１兆１，７４５億円
(全額国費)

７３７億円
(全額国費)

８兆３７４億円
(国５兆１，４４９億円)
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～昭和４７年
１２月

昭和４８年１月～ 昭和５８年２月～ 平成９年９月～ 平成１３年１月～
平成１４年
１０月～

平成１５年
４月～

平成１８年
１０月～

平成２０年４月～

老人医療費
支給制度前

高
齢
者

老人医療費支給制度
（老人福祉法）

老人保健制度

７
５
歳
以
上

後期高齢者
医療制度

国
保

３割

なし
入院３００円/日

外来４００円/月

→１,０００円/日

→ ５００円/日
（月４回まで）
＋薬剤一部負担

定率１割負担
(月額上限付き)
＊診療所は定額制を選

択可
薬剤一部負担の廃止
高額医療費創設

定率１割負担
(現役並み所得者２割)

定率１割負担
(現役並み所得
者３割)

１割負担
(現役並み所得者３割)

被
用
者
本
人

定額
負担

７
０
～
７
４
歳

２割負担
(現役並み所得者３割)

※平成26年３月末までに70歳に
達している者は１割
（平成26年４月以降70歳にな
る者から２割）

若

人

国 保
３割

高額療養費創設(S48～)
入院３割

外来３割＋薬剤一部負担
（３歳未満の乳幼児２割（H14年10月～））

３割
薬剤一部負
担の廃止

３割

７
０
歳
未
満

３割
(義務教育就学前2割)被

用
者
家
族

５割

被用者
本 人

定額 →１割(S59～)
高額療養費創設

入院２割
外来２割＋薬剤一部負担

被用者
家 族

３割(S48～) →入院2割(S56～)
高額療養費創設 外来３割(S48～)

入院２割
外来３割＋薬剤一部負担

（３歳未満の乳幼児２割（H14年10月～））

医療保険制度における自己負担の推移

（注）・昭和59年に特定療養費制度を創設。将来の保険導入の必要性等の観点から、従来、保険診療との併用が認められなかった療養について、先進的な医療技術等にも対象を拡大し、平
成18年に保険外併用療養費制度として再構成。

・平成6年10月に入院時食事療養費制度創設、平成18年10月に入院時生活療養費制度創設
・平成14年10月から3歳未満の乳幼児は2割負担に軽減、平成20年4月から義務教育就学前へ範囲を拡大

（参考）介護保険はこれまで１割に据え置いている利用者負担について、相対的に負担能力のある一定以上の所得がある者については自己負担割合を平成27年８
月から２割とする改正を行った。 16



薬価制度の抜本改⾰
 「薬価制度の抜本改⾰に向けた基本⽅針」（Ｈ２８.１２）に基づき、「国⺠皆保険の持続性」と「イ

ノベーションの推進」を両⽴し、 「国⺠負担の軽減」と「医療の質の向上」を実現。

新薬創出等加算の抜本的⾒直し

新 薬

・対象品⽬︓⾰新性・有⽤性に着⽬して絞り込み（約920品⽬*→約540品⽬）
・企業指標︓企業指標（⾰新的新薬の開発等）の達成度に応じた加算

* 現⾏制度が継続した場合

効能追加等による市場拡⼤への速やかな対応
・対象︓350億円以上*
・頻度︓年４回（新薬収載の機会）

* 市場拡⼤再算定ルールに従い薬価引下げ

外国平均価格調整の⾒直し
・⽶国参照価格リスト

︓メーカー希望⼩売価格 → 公的制度の価格リスト

費⽤対効果評価の導⼊
・試⾏的実施

︓対象13品⽬の価格調整を平成30年4⽉実施
・本格実施

︓技術的課題を整理し平成30年度中に結論

⻑期収載品・後発品

⻑期収載品の薬価の⾒直し
・対象︓後発品の上市後、10年を経過した⻑期収載品
・⾒直し⽅法︓後発品の薬価を基準に段階的に引下げ

・
対
象
範
囲
︓
全
品
⽬
改
定
の
状
況
も
踏
ま
え
︑
国
主
導
で
流
通
改
善
に

取
り
組
み
︑
Ｈ
32
年
中
に
設
定

後発品価格の集約化
・対 象︓上市から12年が経過した後発品
・価格体数︓１価格帯を原則

新薬のイノベーション評価の⾒直し
・加算対象範囲（類似薬のない新薬）

︓営業利益への加算 → 薬価全体への加算
（製造原価の内訳の開⽰度に応じた加算率の設定）

毎
年
薬
価
調
査
・
毎
年
薬
価
改
定

平成29年12⽉21⽇
経済財政諮問会議

加藤臨時議員提出資料⼀部修正
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＜薬価調査の対象範囲＞
○ 市場実勢価格を適時に薬価に反映して国⺠負担を抑制するため、２年に１度の薬価改定の間の年度

（薬価改定年度）において、全ての医薬品卸から、⼤⼿事業者を含め調査対象を抽出し、全品⽬の薬価
調査を実施することとし、その結果に基づき、薬価を改定する。

＜対象品⽬の範囲＞
○ 対象品⽬の範囲については、平成33年度（2021年度）に向けて※、安定的な医薬品流通が確保され

るよう、国が主導し、単品単価契約、早期妥結、⼀次売差マイナスの是正等を積極的に推進し、流通改
善に取り組むことにより、薬価調査が適切に実施される環境整備を図りつつ、国⺠負担の軽減の観点か
ら、できる限り広くすることが適当である。

*平成31年（2019年）は、消費税率の引上げが予定されており、全品⽬の薬価改定が⾏われるため、薬価改定年度の最初の年は平成33
年度（2021年度）となる。

○ 平成30年度（2018年度）から平成32年度（2020年度）までの３年間継続して、全品⽬の薬価改定
が⾏われることから、この間の市場実勢価格の推移、薬価差の状況、医薬品卸・医療機関・薬局等の経
営への影響等を把握した上で、平成32年（2020年）中にこれらを総合的に勘案して、具体的な範囲を
設定する。

毎年薬価調査・毎年薬価改定について
改⾰の⽅向性

（参考） 対象品⽬の範囲と医療費への影響（試算※）
ア）平均乖離率2.0倍以上（約31百品⽬、全品⽬の約２割） ▲500〜800億円程度
イ）平均乖離率1.5倍以上（約50百品⽬、全品⽬の約３割） ▲750〜1,100億円程度
ウ）平均乖離率1.2倍以上（約66百品⽬、全品⽬の約４割） ▲1,200〜1,800億円程度
エ）平均乖離率１倍超 （約81百品⽬、全品⽬の約５割） ▲1,900〜2,900億円程度

※ これまでの2年分の価格乖離の1/2〜3/4が
薬価改定年度に発⽣するものと仮定して、
27年度の薬価調査実績に基づき試算
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＜今後の対応＞
○ 費⽤対効果評価の本格実施については、試⾏的実施において明らかになった技術的課題への対応策を

整理した上で、具体的内容等について平成３０年度中に結論を得る。

費⽤対効果評価について

19

① ⽐較対照からの「効果の増分」と「費⽤の増分」から、これまで
の治療と⽐べた効果を1単位上げるのにかかる費⽤（ICER)を計算

◆ 新薬の価格算定方法（原価計算方式の場合）

効果

費⽤
b

a

A

⽐較対照技術

評価対象の
医療技術

B

⽐較対照からの健
康状態の改善分

⽐較対照からの
費⽤の増分 増分費⽤効果⽐

(ICER)

増分費⽤効果⽐＝
（ICER)

b-a（費⽤がどのくらい増加するか）
B-A (効果がどのくらい増加するか）

（出典）平成25年2⽉27⽇中央社会保険医療協議会費⽤対効果評価専⾨部会 福⽥参考⼈提出資料

製品製造（輸⼊）原価
【国内製造の場合】

原材料費

輸⼊価格

製造経費

労務費

【輸⼊品の場合】

流通経費・消費税

販売費・研究費等
⼀般管理販売⽐率（※）45.9％が上限

営業利益
営業利益率（※）14.6％に、⾰新性等に

応じて-50% ~ +100%の補正

+

+

+

=

薬価（※※）
※ 製造業者出荷価格（原価+販売費・研究費+営業利益）に占める割合。製薬企業の平均値。
※※ 要件を満たす場合に外国平均価格調整がなされる。

費用対効果評価

・原価の算定根拠・
内訳は⾮開⽰

・輸⼊価格は企業間
取引価格を使⽤

・算定根拠・内訳は
⾮開⽰

・⾼い営業利益率
（製造業平均6.6％）

（論点）

費⽤対効果が「悪い」
場合、引き下げ

② ICERが公的保険として受⼊れ可能な⽔準か、社会的・倫理的側
⾯等も踏まえて総合評価（「アプレイザル」）

評価結果（ 費⽤対効果が 「良い」 か 「悪い」 か）



新薬創出等加算の⾒直し

＜品⽬要件＞
○ 特許期間中の新薬等を対象として、真に有効な医薬品を適切に⾒極めてイノベーション

を評価し、研究開発投資の促進を図るため、対象品⽬は、次に掲げる真に⾰新性・有⽤性の
ある医薬品に限定する。

○ あわせて、これまでの乖離率が平均以下という品⽬要件については、
① 必ずしも、⾰新性・有⽤性を評価する指標ではないこと
② 仕切価が⾼く設定されることによる価格の⾼⽌まりにつながっていること

を踏まえ、当該基準は撤廃する。

改⾰の⽅向性

対象範囲 対象品⽬

後発品が上市されていない新薬*

* 後発品が上市されない場合、薬価収載後
15年まで

希少疾病⽤医薬品
開発公募品
加算適⽤品 画期性加算、有⽤性加算Ⅰ・Ⅱ

営業利益率の補正加算
真の臨床的有⽤性の検証に係る加算

新規作⽤機序医薬品（⾰新性・有⽤性のあるものに限る）等
※ 詳細は次ページに記載
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新薬創出等加算の⾒直し（品⽬要件・企業要件）
品⽬要件

企業要件

①開発要請等を受けた企業
（適切に対応しない企業を除く）

②真に医療の質向上に貢献する医薬品の開発企業
（開発要請等を受けていない企業のうち）

※ 開発要請を受けていない企業に対し、
②の基準により対象企業かどうかを判定

現⾏

※ 開発要請に対して適切に対応しない企業は、
そもそも新薬創出等加算の対象外とする。

A ⾰新的新薬創出の実績・取組

B ドラッグ・ラグ解消の実績・取組

C 世界に先駆けた新薬の開発

⾒直し後

→ ⾼い低い ←

右記以外の
品⽬

平
均
乖
離
率
を

上
回
っ
て
い
る
品
⽬

現⾏
・画期性加算・有⽤性加算のついた医薬品
・営業利益に補正された医薬品
・希少疾病⽤医薬品・開発公募品
・新規作⽤機序医薬品（基準に照らして⾰新性・有⽤性が認
められるものに限る）等

⾒直し後

上記以外の品⽬
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○ 医薬品そのものの⾰新性・有⽤性に着⽬して判断。
画期性加算、有⽤性加算、営業利益率補正がなされた医薬品、希少疾病⽤医薬品、開発公募品、新規作⽤
機序医薬品（基準に照らして⾰新性、有⽤性が認められるものに限る。）等に絞り込み。

○ ⾰新的新薬の創出を
促進するための効率的・
効果的な仕組みへと
抜本的に⾒直した上で、
制度化を検討。

後発品上市⼜は収載15年後

薬
価

時間

加算額の
累積分

乖離率分

本制度による加算が
なかった場合の薬価推移

区分Ⅰ

区分Ⅲ
区分Ⅱ

企業指標
○ 次に掲げるに関する指標の達成度・充⾜度に

応じた加算率とする。（改定の都度評価）
（A）⾰新的新薬創出
（B）ドラッグ・ラグ対策
（C）世界に先駆けた新薬開発

品⽬要件制度の位置づけ

薬価収載

※ なお、加算額について、乖離率に応じた上限を設定

※区分に応じて加算率を設定

⾒直し後の新薬創出等加算制度（全体像）
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改⾰の⽅向性

○ ⾰新的医薬品のイノベーションの適正な評価を確保するため、類似薬効⽐較⽅式と同様
に、原価計算⽅式においても、価格全体（加算前の算定薬価）に加算を⾏うこととする。

イノベーションの評価

製品製造原価

営業利益
流通経費
消費税

営
業
利
益
の
み
に
補
正

原価計算⽅式

現⾏ ⾒直し後

製品製造原価

研究開発費等
（⼀般管理販売費）

営業利益
流通経費
消費税

営
業
利
益

補
正
分

補正加算

加算前価格

価
格
全
体
に
加
算

類似薬効⽐較⽅式

参考

価
格
全
体
に
加
算

元々の⽐較薬

研究開発費等
（⼀般管理販売費）

類似薬効⽐較⽅式であっても、
元々は原価計算⽅式に基づいて
薬価が設定されている。

原価計算⽅式

製品製造原価

営業利益
流通経費
消費税

営
業
利
益

補
正
分

研究開発費等
（⼀般管理販売費）

補正加算
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特許・再審査
期間

5年

Z2

5年

後発品上市

置換え時期

【Ｇ1】後発品への置換えが進んでいるもの
（後発品置換率80％以上）段階引下げ

Z2適⽤
2.5倍 2倍 1.5倍

2年 2年 2年

1倍

【Ｇ2】後発品への置換えが困難なもの
（後発品置換率80％未満）段階引下げ

Ｇ１（撤退品⽬）の後発品を2価格帯へ

後発品増産準備期間

2.5倍 2.3倍 2.1倍

Ｇ1に該当する⻑期収載品は
・Z2期間終了後の6⽉末に撤退可否判断
・6年後までの増産可能な時期に撤退

1.9倍

⻑期収載品

後発品

1.7倍 1.5倍

それ以外の後発品を1価格帯へ

置換え率が低く、Ｇ1、Ｇ2による引下げを受けない品⽬等の
補完的引下げ

G1

G2

C

〔後発品置換え率〕 〔引下げ率〕
・40%未満 ▲2.0%
・40%以上60%未満 ︓▲1.75%
・60%以上80%未満 ︓▲1.5%

〔後発品置換え率〕 〔引下げ率〕
・40%未満 ▲2.0%
・40%以上60%未満 ︓▲1.75%
・60%以上80%未満 ︓▲1.5%

⻑期収載品の薬価等の⾒直し（全体像）

※G１、G2についてはバイオ医薬品を除く
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診療報酬(本体)改定率・薬価改定率

2002
（H14）

2004
（H16）

2006
（H18）

2008
（H20）

2010
（H22）

2012
（H24）

2014
（H26）

2016
（H28）

2018
（H30）

薬価等改定率（Ａ）
予算単価の
時点修正等

▲１．４％ ▲１．０％ ▲１．８０％ ▲１．２％ ▲１．３６％ ▲１．３７５％
▲０．６３％

（＋０．７３％）

▲１．３３％
〔▲1.52％〕
〔▲1.82％〕

▲１．４５％
〔▲1.74％〕

診療報酬
本体改定率 （Ｂ）

（自然増への上積み）
▲１．３％ ±０％ ▲１．３６％ ＋０．３８％ ＋１．５５％ ＋１．３７９％

＋０．７３％
（＋０．６３％）

＋０．４９％ ＋０．５５％

（Ａ）＋（Ｂ） ▲２．７％ ▲１．０％ ▲３．１６％ ▲０．８２％ ＋０．１９％ ＋０．００４％
＋０．１％

（＋１．３６％）
▲０．８４％ ▲０．９０％

1988
（Ｓ63）

1989
（Ｈ元）

1990
（H2）

1992
（H4）

1994
（H6）

1996
（H8）

1997
（H9）

1998
（H10）

2000
（H12）

薬価等改定率（Ａ）
予算単価の
時点修正等

▲２．９％ （＋０．６５％） ▲２．７％ ▲２．５％ ▲２．１２％ ▲２．６％
▲０．８７％

（+０．４５％）
▲２．８％ ▲１．７％

診療報酬
本体改定率 （Ｂ）

（自然増への上積み）
＋３．４％ （＋０．１１％） ＋３．７％ ＋５．０％ ＋４．８％ ＋３．４％

＋１．２５％
（+０．３２％）

＋１．５％ ＋１．９％

（Ａ）＋（Ｂ） ＋０．５％ （＋０．７６％） ＋１．０％ ＋２．５％ ＋２．７％ ＋０．８％
＋０．３８％

（＋０．７７％）
▲１．３％ ＋０．２％

（年度）

（年度）

※ （ ）内は、消費税対応分。
（注１）2016年度の〔 〕書き（中段）には、市場拡大再算定（通常分）を含む。
（注２）2016年度及び2018年度の〔 〕書き（下段）には、市場拡大再算定（通常分）及び新たに行われた制度改革の影響を含む。
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Ⅲ．介 護
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費用の９割分（８、７割分）
の支払い（※）

第１号被保険者
・65歳以上（３，３８２万人）

第２号被保険者
・40歳～64歳（４，２０４万人）

１割（２、３割）負担（※）

サービス利用

被保険者

市町村 （保険者）

１５７８保険者
うち市町村の広域連合・一部事務組合が

３９（２０２市町村が参加）

保険料

居住費・食費

請求

サービス事業者
○居宅サービス

・訪問介護
・通所介護 等

○地域密着型サービス
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護
・認知症対応型共同生活介護 等

○施設サービス
・老人福祉施設
・老人保健施設 等

介護保険制度の仕組み

要介護認定 国民健康保険団体連合会
を通じた請求・審査・支払

税金

国民

（注）第１号被保険者の数は、「平成２７年度介護保険事業状況報告年報」によるものであり、平成２７年度末現在の数である。
第２号被保険者の数は、社会保険診療報酬支払基金が介護給付費納付金額を確定するための医療保険者からの報告によるものであり、平成２７年度内の月平均値である。

（※）平成２７年８月以降、一定所得以上者については費用の８割分の支払い及び２割負担。平成３０年８月以降、特に所得の高い層については、３割負担。 27



施 設

在 宅
訪 問 系 サ ー ビ ス

・訪問介護 ・訪問看護 ・訪問入浴介護・居宅介護支援等
（例）ホームヘルパーが１時間、身体介護を行う場合

→ １時間：3,940円

通 所 系 サ ー ビ ス
・通所介護 ・通所リハビリテーション等

（例）通所介護（デイサービス）で１日お預かりする場合

→ 要介護３の方：8,980円

短 期 滞 在 系 サ ー ビ ス
・短期入所生活介護等

（例）短期入所生活介護（ショート）で１日お預かりする場合
→ 要介護３の方：7,220円

居 住 系 サ ー ビ ス
・特定施設入居者生活介護 ・認知症共同生活介護等
（例）特定施設（有料老人ホーム等）に入所する場合

→ 要介護３の方：１日当たり6,680円

入 所 系 サ ー ビ ス
・介護老人福祉施設 ・介護老人保健施設 等

（例）介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）に入所する場合

→ 要介護３の方：１日当たり7,760円

介護保険サービスの体系
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介護保険の保険給付等

・保険給付

・介護給付

・予防給付

・市町村特別給付
（条例で定めて行うことができる市町村の独自給付、財源は1号保険料）

介護給付 予防給付

居宅介護サービス費 介護予防サービス費 介護保険のサービス費の
支給は、代理受領方式で
現物給付化されている

地域密着型介護サービス費 地域密着型介護予防サー
ビス費

施設介護サービス費 －

居宅介護サービス計画費
（ケアマネ）

介護予防サービス計画費
（ケアマネ）

特定入所者介護サービス費
（補足給付）

特定入所者介護予防サー
ビス費（補足給付）

居宅介護福祉用具購入費 介護予防福祉用具購入費 左の給付は、償還払いが
原則

（一部の自治体で、福祉
用具購入費、住宅改修費、
施設の高額介護(予防)
サービス費は、受領委任
方式が行われている。）

居宅介護住宅改修費 介護予防住宅改修費

高額介護サービス費 高額介護予防サービス費

高額医療合算介護サービス
費

高額医療合算介護予防
サービス費

・地域支援事業

・保健福祉事業
（条例で定めて行うことができる市町村の独自事業、財源は1号保険料）

・介護予防・日常生活支援総合事業
・介護予防事業
・包括的支援事業
・任意事業
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介護保険制度の被保険者（加入者）

第１号被保険者 第２号被保険者

対 象 者 65歳以上の者 40歳から64歳までの医療保険加入者

人数
3,382万人

（65～74歳：1,745万人 75歳以上：1,637万人）
※１万人未満の端数は切り捨て

4,204万人

受 給 要 件

・要介護状態
（寝たきり、認知症等で介護が

必要な状態）
・要支援状態

（日常生活に支援が必要な状態）

要介護、要支援状態が、末期がん・
関節リウマチ等の加齢に起因する
疾病（特定疾病）による場合に限定

要介護（要支援）
認定者数と被保険
者に占める割合

607万人（17.9％）
65～74歳： 76万人（ 4.4％）
75歳以上： 531万人（32.4％）

14万人（0.3％）

保険料負担
市町村が徴収

（原則、年金から天引き）
医療保険者が医療保険の保険料と
一括徴収

○ 介護保険制度の被保険者は、①65歳以上の者（第１号被保険者）、②40～64歳の医療保険加入者（第２号被保
険者）となっている。

○ 介護保険サービスは、65歳以上の者は原因を問わず要支援・要介護状態となったときに、40～64歳の者は末期
がんや関節リウマチ等の老化による病気が原因で要支援・要介護状態になった場合に、受けることができる。

（注） 第１号被保険者の数は、「平成２７年度介護保険事業状況報告年報」によるものであり、平成２７年度末現在の数である。
第２号被保険者の数は、社会保険診療報酬支払基金が介護給付費納付金額を確定するための医療保険者からの報告によるものであり、平成２７年
度内の月平均値である。 30



保険料徴収の仕組み

第１号被保険者
（65歳以上）

3,382万人
（平成27年度末）

第２号被保険者
（40～64歳）

4,204万人
（平成27年度）

普通徴収

特別徴収

約１割の者が対象

各年金保険者
年金機構
国共済
地共済
私学共済

市町村の
個別徴収

年金から
天引き

保険料

保険料 医療保険者
・健保組合
・国保 など

社会保険診療報酬
支払基金

高齢者の
保険料
（23％）

若年者の
保険料
（27％）

交付

公費
（50％）

国
（25％※）

都道府県
（12.5％※）

市町村
（12.5％）

介護納付金
（一括納付、全国でプ－ル）

※ 国の負担分のうち５％は調整交付金であり、75歳以上の方の数
や高齢者の方の所得の分布状況に応じて増減。

※ 施設等給付費（都道府県が指定権限を有する介護老人福祉施設、
介護老人保健施設、介護療養型医療施設、特定施設に係る給付費）
は国20％、都道府県17.5％。

若年者の保険料に
ついては、医療保
険と同様に事業主
負担・国庫負担が
ある。

約９割の者が対象

○ 介護保険の給付費の50％を65歳以上の高齢者（第１号被保険者）と40～64歳（第２号被保険者）の人口比
で按分し、保険料をそれぞれ賦課。

（注） 第１号被保険者の数は、「平成２７年度介護保険事業状況報告年報」によるものであり、平
成２７年度末現在の数である。

第２号被保険者の数は、社会保険診療報酬支払基金が介護給付費納付金額を確定する
ための医療保険者からの報告によるものであり、平成２７年度内の月平均値である。 31



（※

１
）

支
給
限
度
基
準
額
を
超
え
た
サ
ー
ビ
ス
費
用

予 防 給 付 ・ 介 護 給 付

居

住

費

・
滞

在

費

食

費

日

常

生

活

費

（※

３
）

１割（２、３割）負担 （※２）

高額介護サービス費や高額医療合算介護サービス費による１割負担の軽減

特定入所者介護サービス費（補足給付）による居住費・滞在費、食費の軽減

※１ 在宅サービスについては、要介護度に応じた支給限度基準額（保険対象費用の上限）が設定されている。
※２ 居宅介護支援は全額が保険給付される。平成２７年８月以降、一定以上の所得者については２割負担。平成３０年８月以

降、特に所得の高い層については、３割負担。
※３ 日常生活費とは、サービスの一環で提供される日常生活上の便宜のうち、日常生活で通常必要となる費用。

（例：理美容代、教養娯楽費用、預かり金の管理費用など）

保険給付の対象と利用者の自己負担
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補足給付（低所得者の食費・居住費の負担軽減）の仕組み

利用者負担段階 対象者の例

第１段階 ・市町村民税世帯非課税の老齢福祉年金受給者
・生活保護受給者

第２段階 市町村民税世帯非課税であって、課税年金収入額＋合計所得金額が
８０万円以下の方

第３段階 市町村民税世帯非課税であって、利用者負担第２段階該当者以外の方

第４段階 ・市町村民税本人非課税者
・市町村民税本人課税者

負
担
軽
減
の
対
象

と
な
る
低
所
得
者

○ 食費・居住費について、利用者負担第１～第３段階の方を対象に、所得に応じた
負担限度額を設定

○ 標準的な費用の額（基準費用額）と負担限度額との差額を介護保険から特定入所
者介護サービス費として給付

基準費用額

（日額（月額））

負担限度額 （日額（月額））

第１段階 第２段階 第３段階

食費 1,380円 （4.2万円） 300円 （0.9万円） 390円 （1.2万円） 650円 （2.0万円）

居
住
費

多床室 特養等 840円 （2.5万円） 0円 （ 0万円） 370円 （1.1万円） 370円 （1.1万円）

老健・療養等 370円 （1.1万円） 0円 （ 0万円） 370円 （1.1万円） 370円 （1.1万円）

従来型
個室

特養等 1,150円 （3.5万円） 320円 （1.0万円） 420円 （1.3万円） 820円 （2.5万円）

老健・療養等 1,640円 （5.0万円） 490円 （1.5万円） 490円 （1.5万円） 1,310円 （4.0万円）

ユニット型準個室 1,640円 （5.0万円） 490円 （1.5万円） 490円 （1.5万円） 1,310円 （4.0万円）

ユニット型個室 1,970円 （6.0万円） 820円 （2.5万円） 820円 （2.5万円） 1,310円 （4.0万円）

基準費用額

標準負担額

補足給付
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○ 在宅サービスについて、要介護度毎に区分支給限度基準額を設定。

→ 支給限度額を超えるサービスを受けた場合、超える分の費用は全額利用者負担。

支給限度額

介護保険給付の対象（１割自己負担）
対象外

（全額自己負担）

支給限度額
（円）

受給者１人当たり
平均費用額

（円）

支給限度額に
占める割合

（％）

支給限度額を
超えている者

（人）

利用者に占める支給
限度額を超えている

者の割合（％）

要支援１ 50,030 19,691 39.4 1,537 0.3

要支援２ 104,730 35,934 34.3 853 0.1

要介護１ 166,920 73,983 44.3 14,408 1.6

要介護２ 196,160 103,111 52.6 27,161 3.4

要介護３ 269,310 154,453 57.4 13,259 2.8

要介護４ 308,060 188,057 61.0 11,917 3.8

要介護５ 360,650 233,016 64.6 9,541 4.7

合計 78,676 2.1

＜要介護度別の支給限度額と平均的な利用率＞

※平成２８年介護給付費実態調査（４月審査分）を基に作成 （注）額は介護報酬の１単位を１０円として計算

区分支給限度基準額
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１号保険料
2.3兆円
（21.1％）

２号保険料
2.3兆円
（21.0％）

利用者負担
0.8兆円
（7.5％）

保険料負担：4.7兆円（42.0％）

介護保険総費用（平成30年度予算ベース）：約11.1兆円

公費負担：5.6兆円（50.5％）

国庫負担
2.8兆円
（25.2％）

地方負担
2.8兆円
（25.3％）

人件費
6.7兆円程度
（60％程度）

人件費以外
4.4兆円程度
（40％程度）

財源構造

費用構造

（出典） 費用構造については、厚生労働省「平成２９年度介護事業経営実態調査」に基づき推計。
（注） 1号保険料とは65歳以上の被保険者（第１号被保険者）によって納められた保険料、

2号保険料とは40～64歳以下（第2号被保険者）によって納められた保険料を指す。

介護保険の財源と費用の内訳

○ 公費負担には、介護給付費に係る公費負担のほか、２号被保険者の保険料負担を軽減するための公費負
担も含まれているため、全体の50.5％となっている。

○ また、費用構造を見ると、人件費が約６割を占めている。
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（単位：万人）

（出典：介護保険事業状況報告）

注１）陸前高田市、大槌町、女川町、桑折町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町は含まれていない。

注２）楢葉町、富岡町、大熊町は含まれていない。

要介護（要支援）の認定者数は、平成２８年４月現在６３３万人で、この１７年間で約２．９０倍に。このうち
軽度の認定者数の増が大きい。また、近年、増加のペースが再び拡大。

計
2.90

倍

要
介
護

５
2.07

倍

４
2.27

倍

３
2.64

倍

２
2.81

倍

１

3.59 
倍

経
過
的

要
介
護

要
支
援

２

１

H12.4→H29.4の比較

要介護度別認定者数の推移

29.1 32 39.8 50.5 60.1 67.4
5.9

52.7 55.1 57.5 60.4 66.2 69.2 77.3 82.5 87.4 88.8 89
4.5

52.1 62.9 66.2 65.4 66.9 71.2 77.1 80.6 83.9 85.8 86.7

65.5

4 0.1 0

55.1 70.9 89.1
107

125.2 133.2 138.7 87.6 76.9 78.8 85.2 91 97
105.2 111.5 117.6 122.4 126.3

39.4
49

57.1
64.1

59.5 61.4 65.1 75.6 80.6 82.3 85.4 90.1 95.2
99.3 102.9 106.2 108.3 110.6

31.7
35.8

39.4
43.1

49.2
52.7

56 65.2 71.1 73.8 71.3 70
72.4

74.7
76.9

79.3 81.3 83.6

33.9
36.5

39.4
42.4

47.9
49.7

52.5 54.7 57.9 59 63 64.1
67

69.6
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38.1
41.4

45.5
46.5

46.5 48.9 50 51.5 56.4
59.3

60.9
61.2

60.5
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要支援 要支援１ 要支援２ 経過的 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

５８６

６３３

（注１）（注２）

２１８
２５８

３０３

３４９

３８７
４１１

４４１
４５５

４８７
４６９

５０８
５３３

５６４

４３５

６２２
６０８
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２０００年度
２００１年度
２００２年度
２００３年度
２００４年度
２００５年度
２００６年度
２００７年度
２００８年度
２００９年度
２０１０年度
２０１１年度
２０１２年度
２０１３年度
２０１４年度
２０１５年度
２０１６年度
２０１７年度
２０１８年度
２０１９年度
２０２０年度

2,911円
（全国平均）

3,293円
（全国平均）

4,090円
（全国平均）

事業運営期間 給付（総費用額）事業計画 保険料

3.6兆円
4.6兆円
5.2兆円

○ 市町村は３年を１期（２００５年度までは５年を１期）とする介護保険事業計画を策定し、３年ごとに見直しを行う。
保険料は、３年ごとに、事業計画に定めるサービス費用見込額等に基づき、３年間を通じて財政の均衡を保つよう設定。

○ 高齢化の進展により、2025年には約7,200円、2040年には約9,200円に上昇することが見込まれており、地域包括ケアシステムの
構築を図る一方、介護保険制度の持続可能性の確保のための重点化・効率化も必要となっている。

4,160円
（全国平均）

第
三
期

第
三
期

第
二
期

第
一
期

第
四
期

第
四
期

第
五
期

第
五
期

5.7兆円
6.2兆円

6.4兆円
6.4兆円
6.7兆円
6.9兆円
7.4兆円
7.8兆円
8.2兆円
8.8兆円
9.2兆円
9.6兆円

4,972円
（全国平均）

第

一

期第

二

期

２０２５年度

介護報酬
の改定率

H15年度改定

▲2.3％
H17年度改定

▲1.9％

H18年度改定
▲0.5％

H21年度改定
＋3.0％

H24年度改定

＋1.2％
消費税率引上げに伴う
H26年度改定 ＋0.63％

介護給付と保険料の推移

第
六
期

第
六
期

10.4兆円

10.8兆円

9.8兆円 H27年度改定
▲2.27％5,514円

（全国平均）

※2015年度までは実績であり、2016～2018年度は当初予算である。
※2025年度及び2040年度の保険料は、経済財政諮問会議（平成30年5月21日）資料「2040年を見据えた社会保障の将来見通し（議論の素材）（加藤臨時議員提出資料）」における推計値。

約7,200円

第
七
期

第
七
期

11.1兆円 5,869円
（全国平均）

H29年度改定
＋1.14％

H30年度改定
＋0.54％

２０４０年度 約9,200円 37



※１ 具体的な基準は政令で指定され、「合計所得金額（給与収入や事業収入等から給与所得控除や必要経費を控除した額） 220万円以上」かつ「年金収入＋その他合計所得金額340万円以上（単身世帯
の場合。夫婦世帯の場合463万円以上）」。⇒単身で年金収入のみの場合344万円以上に相当

※２ 「合計所得金額160万円以上」かつ「年金収入＋その他合計所得金額280万円以上（単身世帯の場合。夫婦世帯の場合346万円以上）」⇒単身で年金収入のみの場合280万円以上に相当

※介護保険事業状況報告（平成２８年４月月報）
※特養入所者の一般的な費用額の２割相当分は、既に44,400円の上限に当たっているた

め、３割負担となっても、負担増となる方はほとんどいない。

現役世代並みの所得のある者の利⽤者負担割合の⾒直し

世代間・世代内の公平性を確保しつつ、制度の持続可能性を高める観点から、２割負担者のうち特に所得の
高い層の負担割合を ３割とする。ただし、月額４４，４００円の負担の上限あり。【平成30年８月施行】

見直し内容

負担割合

年⾦収⼊等 340万円以上
（※１） ２割 ⇒ ３割

２割
年⾦収⼊等 280万円以上

（※2）

年⾦収⼊等 280万円未満 １割

特養
受給者数（実績） 360 136 56 496

３割負担（推計） 約13 約4 約1 約16
うち負担増

（対受給者数）
約11

（3％）
約1

（1％）
約0.0

（0.0％）
約12

（3％）

２割負担（実績） 35 10 2 45
１割負担（実績） 325 126 54 451

【対象者数】

（単位：万人）

【利用者負担割合】

受給者全体：４９６万人

３割負担となり、負担増となる者 ：約１２万人（全体の約３％）

現行制度の２割負担者：４５万人

合計施設・居住系在宅サービス

38



介護納付⾦における総報酬割の導⼊
見直し内容

○ 第２号被保険者（40～64歳）の保険料は、介護納付金として医療保険者に賦課しており、各医療保険者が加
入者である第２号被保険者の負担すべき費用を一括納付している。

○ 各医療保険者は、介護納付金を、２号被保険者である『加入者数に応じて負担』しているが、これを被用者保
険間では『報酬額に比例した負担』とする。（激変緩和の観点から段階的に導入）【平成29年8月分より実施】

第２号被保険者
の保険料 27%

第１号被保険者の
保険料 23%

地方自治体
負担 25%

国庫負担
25%

【介護給付費の財源】

「負担増」となる被保険者 約１，３００万人

「負担減」となる被保険者 約１，７００万人

国 保

医療保険者が介護納付金として負担

協会けんぽ健保組合 共済組合

各医療保険者は、被保険者数に
応じて納付金を負担（加入者割）

被用者保険間では報酬額
に比例して負担する仕組
み（総報酬割）を導入

２９年度
３０年度 ３１年度 ３２年度

～７月 ８月～

総報酬
割分

なし １／２ １／２ ３／４ 全面

【総報酬割導入のスケジュール】

【全面総報酬割導入の際に影響を受ける被保険者数】

※ 平成26年度実績ベース
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【主な事項】

○ 生活援助の担い手の拡大

○ 介護ロボットの活用の促進

○ 定期巡回型サービスのオペレーターの専任要件の緩和

○ ＩＣＴを活用したリハビリテーション会議への参加

○ 地域密着型サービスの運営推進会議等の開催方法・開催頻度の
見直し

【主な事項】

○ 福祉用具貸与の価格の上限設定等

○ 集合住宅居住者への訪問介護等に関する減算及び区分支給限度
基準額の計算方法の見直し等

○ サービス提供内容を踏まえた訪問看護の報酬体系の見直し

○ 通所介護の基本報酬のサービス提供時間区分の見直し等

○ 長時間の通所リハビリの基本報酬の見直し

【主な事項】

○ リハビリテーションに関する医師の関与の強化

○ リハビリテーションにおけるアウトカム評価の拡充

○ 外部のリハビリ専門職等との連携の推進を含む訪問介護等の自立
支援・重度化防止の推進

○ 通所介護における心身機能の維持に係るアウトカム評価の導入

○ 褥瘡の発生予防のための管理や排泄に介護を要する利用者への
支援に対する評価の新設

○ 身体的拘束等の適正化の推進

【主な事項】

○ 中重度の在宅要介護者や、居住系サービス利用者、特別養護老人
ホーム入所者の医療ニーズへの対応

○ 医療・介護の役割分担と連携の一層の推進

○ 医療と介護の複合的ニーズに対応する介護医療院の創設

○ ケアマネジメントの質の向上と公正中立性の確保

○ 認知症の人への対応の強化

○ 口腔衛生管理の充実と栄養改善の取組の推進

○ 地域共生社会の実現に向けた取組の推進

Ⅱ ⾃⽴⽀援・重度化防⽌に資する質の⾼い介護サービスの実現

Ⅲ 多様な⼈材の確保と⽣産性の向上

■ 中重度の要介護者も含め、どこに住んでいても適切な医療・介護サー
ビスを切れ目なく受けることができる体制を整備

■ 介護保険の理念や目的を踏まえ、安心・安全で、自立支援・重度化防
止に資する質の高い介護サービスを実現

■ 人材の有効活用・機能分化、ロボット技術等を用いた負担軽減、各種
基準の緩和等を通じた効率化を推進

■ 介護サービスの適正化・重点化を図ることにより、制度の安定性・持
続可能性を確保

Ⅰ 地域包括ケアシステムの推進

Ⅳ 介護サービスの適正化・重点化を通じた制度の安定性・持続可能性の確保

40

平成30年度介護報酬改定の概要

○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年に向けて、国民１人１人が状態に応じた適切なサービスを受けられる
よう、平成30年度介護報酬改定により、質が高く効率的な介護の提供体制の整備を推進。

平成30年度介護報酬改定 改定率：＋０．５４％



改定率 備考

平成15年度改定 ▲２．３％

平成18年度改定 ▲０．５％
17年10月改定を含めると▲２．４％
※ ただし、17年10月改定は、ホテルコスト（食費・居住費）を利用者負担とするも

のであり、事業者収入は変わらない。

平成21年度改定 ＋３．０％ 処遇改善の目的 ＋３．０％

平成24年度改定 ＋１．２％
処遇改善加算 ＋２．０％
物価の影響等を勘案 ▲０．８％

平成26年度改定 ＋０．６３％
消費税対応

・基本単位数等の引き上げ
・区分支給限度基準額の引き上げ

平成27年度改定 ▲２．２７％
処遇改善加算 ＋１．６５％
良好なサービスを提供する事業所への加算等 ＋０．５６％
収支状況などを反映した適正化等 ▲４．４８％

平成29年度臨時
改定

＋１．１４％ 処遇改善加算 ＋１．１４％

平成30年度改定 ＋０．５４％
質の高いサービスの評価等 ＋１％程度
給付の適正化 ▲０．５％程度

介護報酬改定率の推移
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新しい経済政策パッケージ（抜粋）
（平成29年12月８日閣議決定）

第２章 人づくり革命

５．介護人材の処遇改善

（具体的内容）
人生100年時代において、介護は、誰もが直面し得る現実かつ喫緊の課題である。政府は、在宅・

施設サービスの整備の加速化や介護休業を取得しやすい職場環境の整備など、これまでも介護離職
ゼロに向けた重層的な取組を進めてきたところである。安倍内閣は、2020年代初頭までに、50万人
分の介護の受け皿を整備することとしているが、最大の課題は介護人材の確保である。介護人材を
確保するため、2017年度予算においては、介護職員について、経験などに応じて昇給する仕組みを
創り、月額平均１万円相当の処遇改善を行うなど、これまで自公政権で月額４万7000円の改善を実
現してきたが、介護人材確保のための取組をより一層進めるため、経験・技能のある職員に重点化
を図りながら､介護職員の更なる処遇改善を進める。

具体的には、他の介護職員などの処遇改善にこの処遇改善の収入を充てることができるよう柔軟
な運用を認めることを前提に、介護サービス事業所における勤続年数10年以上の介護福祉士につい
て月額平均８万円相当の処遇改善を行うことを算定根拠に、公費1000億円程度を投じ、処遇改善を
行う。

また、障害福祉人材についても、介護人材と同様の処遇改善を行う。

（実施時期）
こうした処遇改善については、消費税率の引上げに伴う報酬改定において対応し、2019年10月か

ら実施する。
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月額 ＋ ９，０００円

月額 ＋１５，０００円

（実績）

（実績）施
設
・
事
業
所
に
お
け
る

処
遇
改
善

月額 ＋ ６，０００円

（実績）

※ 実績は全て「介護従事者処遇状況等調査」によるが、それぞれ調査客体等は異なる。

介護職員の処遇改善についての取組

月額 ＋１３，０００円

（実績）

平成24年４月（野田内閣）
平成24年度介護報酬改定

処遇改善交付金を処遇改善加算として
介護報酬に単純に組み込む

平成21年４月（麻生内閣）
平成21年度介護報酬改定 ＋３％改定

（介護従事者の処遇改善に重点をおいた改定）

平成21年度補正予算（麻生内閣）

処遇改善交付金を措置（１．５万円相当）

平成27年４月（安倍内閣）
平成27年度介護報酬改定

処遇改善加算の拡充（１．２万円相当）

これまでの実績を合計すると、月額５７，０００円となる。
（自公政権＋５１，０００円、民主党政権＋６，０００円）

平成29年４月（安倍内閣）
平成29年度介護報酬改定（臨時）

ニッポン一億総活躍プラン等に基づき、
処遇改善加算を拡充 （１万円相当）

月額 ＋１４，０００円

（実績）
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Ⅳ．子ども・子育て
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35,000

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

その他

児童手当

児童扶養手当

児童養護施設等運営費

保育所運営費

（億円）

※ 各年度の予算額は当初予算額（事業主拠出金財源を含めた特別会計の歳出ベース）。
※ 主な予算の積み上げであり、児童手当については公務員分は含めていない。
※ その他は、地域子ども・子育て支援事業、仕事・子育て両立支援事業、保育所等施設整備などを計上。

子ども関係予算（主なもの）の近年の推移

保育所運営費
（8,977億円）

児童手当
（13,795億円）

児童扶養手当
（1,711億円）

児童養護施設
等運営費

（1,266億円）

・地域子ども・子育て
支援事業 （1,188億円）

・仕事・子育て両立支援事業
（1,701億円） など



※ 幼保連携型については、認可・指導監督の一本化、
学校及び児童福祉施設としての法的位置づけを
与える等、制度改善を実施

保育所 ０～５歳

認定こども園 ０～５歳

幼稚園型 保育所型 地方裁量型

小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育

認定こども園・幼稚園・保育所・小規模保育など
共通の財政支援

施設型給付

地域型保育給付

幼稚園 ３～５歳

・利用者支援事業
・地域子育て支援拠点事業
・一時預かり事業
・乳児家庭全戸訪問事業
・養育支援訪問事業等
・子育て短期支援事業

・子育て援助活動支援事業
（ファミリー・サポート・セン
ター事業）

・延長保育事業
・病児保育事業
・放課後児童クラブ

・妊婦健診

・実費徴収に係る補足給付
を行う事業

・多様な事業者の参入促
進・能力活用事業

地域の実情に応じた
子育て支援

地域子ども・子育て支援事業

仕事と子育ての
両立支援

・企業主導型保育事業
⇒事業所内保育を主軸とした企
業主導型の多様な就労形態に
対応した保育サービスの拡大
を支援（整備費、運営費の助
成）

・企業主導型ベビーシッ
ター利用者支援事業
⇒繁忙期の残業や夜勤等の多
様な働き方をしている労働者
が、低廉な価格でベビーシッ
ター派遣サービスを利用できる
よう支援

仕事・子育て両立支援事業

⼦ども・⼦育て⽀援新制度の概要
市町村主体 国主体

幼保連携型

※私立保育所については、児童福祉法第24条により市町村が
保育の実施義務を担うことに基づく措置として、委託費を支弁
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国（内閣府）

「市町村子ども・子育て支援事業計画」に基づいて実施される利用者支援事業、放課後児童健全
育成事業（放課後児童クラブ）、一時預かり事業等の地域子ども・子育て支援事業

【国：１／３、都道府県：１／３、市町村：１／３】

子ども・子育て支援新制度の給付・事業の全体像
平成２７年４月施行の子ども・子育て支援新制度において、市町村の「子どものための教育・保育給付」、「児童手当」（所得制限超の者に

支給する特例給付を含む）、「地域子ども・子育て支援事業」の実施に要する費用に対して、国・都道府県・企業等が支援を行う。

支給認定を受けた小学校就学前の子どもが幼稚園・保育所、認定こども園等において教育・保育
を受けた場合の給付等 【原則として国：１／２、都道府県：１／４、市町村：１／４】

・施設型給付・・幼稚園、保育所、認定こども園

※公立幼稚園・保育所は従前どおり（市町村１０／１０）

※１号認定（幼稚園）に係る地方単独費用の部分は都道府県１／２、市町村１／２

・地域型保育給付・・家庭的保育、小規模保育、居宅訪問型保育、事業所内保育

・民間保育所に係る委託費・・保育所（私立） 等

子どものための教育・保育給付等

子ども・子育て支援交付金

児童手当法等に基づく児童手当、特例給付等の給付 【費用負担については従前どおり】

児童手当等交付金

市町村

事
業
主

事業主拠出金

子どものた
めの教育・
保育給付

児童手当
交付金

＜国から市町村への資金交付のイメージ＞平成30年度予算 ：8,323億円（一般会計分）
（特会出口ベースで事業主拠出金708億円を追加）

平成30年度予算 ：352億円（一般会計分）
（特会出口ベースで事業主拠出金711億円、前年度剰余金活用分125億円を追加）

平成30年度予算 ：11,979億円（一般会計分）
（特会出口ベースで事業主拠出金1,817億円を追加）

子ども・子育て支援年金特別会計へ繰入 平成30年度予算 ：20,865億円（一般会計）

仕事・子育て両立支援事業 平成30年度予算 ：1,701億円（事業主拠出金）

・休日や夜間の対応など企業の勤務時間に合わせた保育や、複数企業による共同利用などの柔軟
で多様な保育の提供を可能とした企業主導型保育事業を実施する施設の設置・運営を支援
・企業主導型ベビーシッター利用者支援事業

仕事・子育
て両立支
援事業

年金特別会計
子ども・子育て

支援勘定

子ども・子育て
支援交付金

企業等

一般会計

※下記事業の他、業務取扱費として212億円を計上
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○ 保育所等（幼稚園型、地域型保育含む）の施設数と利用児童数（H30.4.1現在）

施設数（か所） 利用児童数（万人）

３４，７６３

０～２歳児 １０７．１万人

３歳以上児 １５４．３万人

合計
２６１．４万人

（前年より約６．８万人増）

保育所等の現状

○ 待機児童数
（H30.4.1現在）

１９，８９５人
０歳 ２，８６８人
１・２歳 １４，７５８人
３歳以上 ２，２６９人

・昨年度から減少（▲６，１８６人）

○ 保育（民間）にかかる費用

費用総額（推計） ２兆３，３７１億円

公費 １兆６，２９３億円

国 ７，７９２億円

地方 ７，７９２億円

拠出金 ７０８億円

保護者負担 ７，０７９億円

＜年齢別の保育費用（月額）＞

０歳 ２０．７万円 １・２歳 １２．９万円 ３歳 ７．０万円 ４歳以上 ５．５万円

（参考）29年度予算ベース
０歳２０．６万円 １・２歳１２．８万円 ３歳７．０万円 ４歳以上５．４万円

＜保育料（月額）＞ ※国基準

保護者の所得に応じ、 ０円 (生活保護世帯等) ～ １０４，０００円（保育費用が上限）

（注）実際の保育料は各自治体により異なる。（注）平成３０年度予算（保育認定）
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○ 保育士の状況
・保育所等に勤務する保育士の数（平成２９年１０月１日） ５４９，１７８人（※）

・平成２９年度に保育士資格を取得した者 ６２，０９４人
（参考）保育士資格登録者数 １，５３０，８７２人（H30.4.1現在）

※ 常勤換算でない従事者の総数



保育所について

【 市町村 】 ＜保育の実施責任あり＞

○「保育の必要性」の認定を行う。
○申請者の希望、施設の利用状況等に基づき調整

【 認可保育所 】 ＜認可は都道府県等が行う＞

○保育時間 ： 原則８時間
○都道府県等が条例で定める児童福祉施設の設備
及び運営に関する基準の遵守

○通常保育以外に 延長保育、休日保育、夜間保育等
を行う保育所もある。

○「保育所保育指針」に基づき、児童の発達に応じた
保育を提供

【 利用者 】

保
育
の
必
要
性

（利
用
時
間
）の
認
定

保育の提供

対象及び手続き

対象:０歳から就学前の保育を必要とする児童

保育を必要とする乳児・幼児を日々保護者の下から通わせて保育を行うことを目的とする施設
（児童福祉法第39条第1項）

保 育 所

保育料

公的契約

個
人
給
付

利用支援、あっせん、
要請、調整、措置

※ 児童福祉法第２４条において、保育所に
おける保育は市町村が実施することとされ
ていることから、私立保育所における保育
の費用については、施設型給付ではなく、
市町村が施設に対して、保育に要する費
用を委託費として支払う。

この場合の契約は、市町村と利用者の
間の契約となり、利用児童の選考や保育料
の徴収は市町村が行うこととなる。
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○ 財源構成は、概ね、保護者の保育料と公費が３：７
公費の負担割合は、事業主拠出金充当後の残額に対して国１/２、都道府県１/４、市町村１/４
※平成30年度においては、事業主拠出金5.75％、国47.125％、都道府県23.5625％、市町村23.5625％

※事業主拠出金は、０～２歳児相当分の保育の運営費の１／６の範囲内で、毎年度政令で定める割合を充当

○ 保護者が支払う保育料については、各市町村において、家計に与える影響を考慮して
保育の実施に係る児童の年齢等に応じて定めることとしている。

○ 保育サービスの安定的な提供の観点から、保育の実施につき児童福祉施設の設備及び運営
に関する基準を維持するための費用を公費で負担（子どものための教育・保育給付費負担金（内閣府予算））

※平成16年度より公立保育所分は一般財源化

※平成27年度より内閣府予算へ移替
※平成30年度より０～２歳児相当分の保育の運営費に事業主拠出金を充当

残りの
１／４

残りの
１／４

残りの
１／２

市町村

保育料
（保護者負担）

保育所にかかる費用の負担の考え方

保 育 費 用 ・ 保 育 料

※各 市 町 村 に お い て 、 地 域 の 実 情 に 応 じ て 、
上 乗 せ し て 補 助 を 行 い 、 保 育 料 を 国 の 徴 収
基 準 額 か ら 軽 減 す る な ど の 独 自 の 施 策 も
行われている。

３／10 ７／10 

都道府県

国

事業主拠出金
（０～２歳児相当分の保
育の運営費の１／６）
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幼稚園・幼保連携型認定こども園・保育所 在園者数年次比較

子ども・子育て支援新制度施行

保育所 平成29年度 2,173,264人

幼稚園 平成29年度 1,271,918人

幼保連携型認定こども園 平成29年度 515,575人

昭和55年度 1,996,082人

昭和53年度 2,497,895人

（注） ・幼稚園には幼稚園型認定こども園を、幼保連携型認定こども園には地方裁量型認定こども園を、保育所には保育所型認定こども園、特定地域型
保育事業（平成27年度以降）を含む。

・幼稚園の数値は「学校基本調査」（各年５月１日現在）より。
・幼保連携型認定こども園の数値は「認定こども園調査」（各年４月１日現在）より（平成27年度以降）。平成26年度以前は幼稚園及び保育所の両方

に算入。
・保育所の数値は「待機児童数調査」（各年４月１日現在）より（平成27年度以降）。（平成26年度以前は「社会福祉施設等調査」（各年10月１日現在）

より推計。） 51
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保育園と幼稚園の年齢別利⽤者数及び割合（H29）

※保育園の数値は平成29年の「待機児童数調査」（平成2９年４月１日現在）より。なお、「保育園」には地方裁量型認定こども園、保育所型認定こども園、特定地域型
保育事業も含む。４歳と５歳の数値については、 「待機児童数調査」 の４歳以上の数値を「社会福祉施設等調査」（平成28年10月１日現在）の年齢別の保育所、保育
所型認定こども園、小規模保育所の利用者数比により按分したもの。

※幼稚園の数値は平成29年度「学校基本調査」（確定値、平成29年５月１日現在）より。なお、「幼稚園」には特別支援学校幼稚部、幼稚園型認定こども園も含む。
※幼保連携型認定こども園の人数は平成29年度「認定こども園に関する状況調査」（平成29年4月1日現在）より。
※該当年齢人口は総務省統計局による人口推計年報（平成28年10月１日現在）より。
※「推計未就園児数」は、該当年齢人口から幼稚園在園者数及び保育園在園者数を差し引いて推計したものである。
※四捨五入の関係により、合計が合わない場合がある。

幼稚園児

幼保連携型認定こども園児

100.2万⼈ 96.0万⼈ 101.1万⼈97.4万⼈ 101.7万⼈ 104.5万⼈（%）
該当年齢⼈⼝

保育園児

推計未就園児

12.9万⼈
（12.9％）

35.2万⼈
（36.7％）

40.8万⼈
（41.8％）

43.1万⼈
（42.7％）

43.0万⼈
（42.3％）

42.5万⼈
（40.7％）1.9万⼈（1.9％）

5.2万⼈（5.5％）
6.4万⼈（6.6％）

11.9万⼈（11.8％）

12.3万⼈（12.1％） 13.4万⼈（12.8％）

85.4万⼈
（85.2％）

55.6万⼈
（57.9％）

50.2万⼈
（51.6％）

9.0万⼈
（8.9％）

2.8万⼈（2.7％） 2.0万⼈（1.9％）

37.1万⼈
（36.7％）

43.6万⼈
（42.8％）

46.6万⼈
（44.6％）
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新しい経済政策パッケージ（平成29(2017)年12⽉8⽇）抄 【1/2】

第２章 人づくり革命

１．幼児教育の無償化

（具体的内容）

子育て世帯を応援し、社会保障を全世代型へ抜本的に変えるため、幼児教育の無償化を一気に加速する。広く国民が利用している３

歳から５歳までの全ての子供たちの幼稚園、保育所、認定こども園の費用を無償化する。なお、子ども・子育て支援新制度の対象とな

らない幼稚園については、公平性の観点から、同制度における利用者負担額を上限として無償化する。

幼稚園、保育所、認定こども園以外の無償化措置の対象範囲等については、専門家の声も反映する検討の場を設け、現場及び関係者

の声に丁寧に耳を傾けつつ、保育の必要性及び公平性の観点から、来年夏までに結論を出す。

０歳～２歳児が９割を占める待機児童について、３歳～５歳児を含めその解消が当面の最優先課題である。待機児童を解消するた

め、「子育て安心プラン」を前倒しし、2020年度までに32万人分の保育の受け皿整備を着実に進め、一日も早く待機児童が解消される

よう、引き続き現状を的確に把握しつつ取組を進めていく。こうした取組と併せて、０歳～２歳児についても、当面、住民税非課税世

帯を対象として無償化を進めることとし、現在は、住民税非課税世帯の第２子以降が無償とされているところ、この範囲を全ての子供

に拡大する。

２．待機児童の解消

（待機児童の解消）

待機児童の解消は、待ったなしの課題である。

2018年度から2022年度末までの５年間で、女性就業率80％に対応できる32万人分の保育の受け皿を整備する「子育て安心プラン」を

策定したところである。同プランをより速く実現させるため、同プランを前倒しし、2020年度末までに32万人分の受け皿整備を行う。

幼児教育の無償化よりも待機児童の解消を優先すべきとの声がある。幼児教育の無償化は消費税率引上げによる増収にあわせて2019年

度から段階的に取組を進めていくのに対し、「子育て安心プラン」は、2018年度（来年度）から早急に実施していく。併せて、保育士

の確保や他産業との賃金格差を踏まえた処遇改善に更に取り組むこととし、今年度の人事院勧告に伴う賃金引上げに加え、2019年４月

から更に１％（月3000円相当）の賃金引上げを行う。

53



新しい経済政策パッケージ（平成29(2017)年12⽉8⽇）抄 【2/2】
６．これらの施策を実現するための安定財源

急速に少子高齢化が進む中、これらの政策は、今、実行する必要があるが、そのツケを未来の世代に回すようなことがあってはならな

い。これらの施策について、安定財源を確保した上で進める。

社会保障の充実と財政健全化のバランスを取りつつ、安定財源として、2019年10月に予定される消費税率10％への引上げによる財源を

活用する。消費税率の２％の引上げにより５兆円強の税収となるが、この増収分を教育負担の軽減・子育て層支援・介護人材の確保等14

と、財政再建15とに、それぞれ概ね半分ずつ充当する。前者について、新たに生まれる1.7兆円程度を、本経済政策パッケージの幼児教育

の無償化、「子育て安心プラン」の前倒しによる待機児童の解消、保育士の処遇改善、高等教育の無償化、介護人材の処遇改善に充て

る。これらの政策は、2019年10月に予定されている消費税率10％への引上げを前提として、実行することとする。

消費税収の使途については、消費税法において、「制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処する

ための施策に要する経費に充てるものとする」と規定されていることから（同法第１条第２項）、社会保障４経費（年金、医療、介護、

少子化対策）に限定されている。本経済政策パッケージに充てる上記1.7兆円程度については、幼児教育の無償化等を中心に支出する一

方、高等教育への支援については、少子化対策に資する観点から、高額な授業料負担が出生率の向上に関するネックとなっている低所得

者層の支援に限定する。

また、現行の子ども・子育て支援新制度においては、仕事と子育ての両立は、労働力確保に資するものであり、社会全体で取り組むべ

き課題であることから、企業主導型保育事業などについては、事業主が拠出する子ども・子育て拠出金が充てられている。本経済政策

パッケージに必要な財源については、社会全体で子育て世代を支援していくとの大きな方向性の中で、個人と企業が負担を分かち合う観

点から、消費税率引上げによる増収分の使い道を見直して活用するとともに、経済界に対しても応分の負担を求めることが適当である。

このため、子ども・子育て拠出金を0.3兆円増額する。法律に定められた拠出金率の上限を0.25％から0.45％に変更し、0.3兆円の増額分

は、2018年度から実施する「子育て安心プラン」の実現に必要な企業主導型保育事業（幼児教育の無償化の実施後は、３歳～５歳児及び

住民税非課税世帯の０歳～２歳児の企業主導型保育事業の利用者負担助成を含む。）と保育の運営費（０歳～２歳児相当分）16に充てるこ

ととし、そのための子ども・子育て支援法の改正法案を次期通常国会に提出する。

また、産業界の労働保険料の負担軽減等について、保険財政の動向を検証しつつ、検討する。特に、中小企業に対しては、企業主導型

保育事業の運営費における企業自己負担部分を軽減する等の助成策を検討する。

14 「等」は、従前より消費税率10％引上げ時に実施することとされていた年金生活者支援給付金などの社会保障の充実策（1.1兆円程度）。
15 後代への負担の付け回しの軽減及び社会保障４経費に係る消費税率引上げに伴う支出の増。
16 「保育の運営費（０歳～２歳児相当分）」とは、子ども・子育て支援法による保育給付の対象である保育所、認定こども園、小規模保育、家庭的保育、居
宅訪問型保育及び事業所内保育の運営費をいう。 54



経済財政運営と改⾰の基本⽅針2018について（平成30(2018)年6⽉15⽇閣議決定）抄 【1/2】

第２章 力強い経済成長の実現に向けた重点的な取組

１．人づくり革命の実現と拡大

「人づくり革命」では、第一に、幼児教育無償化を一気に加速する。３歳から５歳までの全ての子供たちの幼稚園、保育所、認定こども

園の費用を無償化する。加えて、幼稚園、保育所、認定こども園以外についても、保育の必要性があると認定された子供を対象として無償

化する。０歳から２歳児については、待機児童解消の取組と併せて、住民税非課税世帯を対象として無償化を進める。

第二に、最優先の課題である待機児童問題を解消し、女性就業率80％13に対応できる「子育て安心プラン」14を前倒しし、2020年度末ま

でに32万人分の受け皿整備を進めるとともに、保育士の更なる処遇改善に取り組む。

（１）人材への投資

① 幼児教育の無償化

待機児童問題が最優先の課題であることに鑑み、「子育て安心プラン」による受け皿の整備を着実に進めるとともに、「新しい経済政策

パッケージ」での３歳から５歳までの全ての子供及び０歳から２歳までの住民税非課税世帯の子供についての幼稚園、保育所、認定こども

園の費用の無償化措置16（子ども・子育て支援新制度の対象とならない幼稚園については、同制度における利用者負担額を上限）に加え、

幼稚園、保育所、認定こども園以外（以下「認可外保育施設」という。）の無償化措置の対象範囲等について、以下のとおりとする。

（認可外保育施設の無償化の対象者・対象サービス）

対象者は、今般の認可外保育施設に対する無償化措置が、待機児童問題により認可保育所に入ることができない子供に対する代替的な措

置であることを踏まえ、認可保育所への入所要件と同一とする。すなわち、保育の必要性があると認定された子供であって、認可保育所や

認定こども園を利用できていない者とする。
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13 25歳～44歳の女性就業率は、日本72.8％、アメリカ71.1％、イギリス75.5％、ドイツ77.8％、フランス74.6％、スウェーデン82.5％となっている。
14 平成29年６月２日公表
16 「子ども・子育て支援法」（平成24 年法律第65 号）に基づく地域型保育（小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育及び事業所内保育）は、認可保育所と同様に無償化の対象とする。）



対象となるサービスは、以下のとおりとする17。

・幼稚園の預かり保育18

・一般的にいう認可外保育施設、地方自治体独自の認証保育施設、ベビーホテル、ベビーシッター及び認可外の事業所内保育等19

のうち、指導監督の基準を満たすもの。ただし、５年間の経過措置として、指導監督の基準を満たしていない場合でも無償化の

対象とする猶予期間を設ける。

このほか、就学前の障害児の発達支援（いわゆる「障害児通園施設」）については、幼児教育の無償化と併せて無償化することが決定さ

れているが、幼稚園、保育所及び認定こども園と障害児通園施設の両方を利用する場合は、両方とも無償化の対象とする。

（認可外保育施設の無償化の上限額）

無償化の上限額は、認可保育所の利用者との公平性の観点から、認可保育所における月額保育料の全国平均額20とする。幼稚園の預かり

保育については、幼稚園保育料の無償化上限額21を含めて、上述の上限額22まで無償とする23。

（実施時期）

無償化措置の対象を認可外保育施設にも広げることにより、地方自治体において、幼稚園の預かり保育や認可外保育施設の利用者に対す

る保育の必要性の認定に関する事務などが新たに生じることになることを踏まえ、無償化措置の実施時期については、2019 年４月と2020 

年４月の段階的な実施ではなく、認可、認可外を問わず、３歳から５歳までの全ての子供及び０歳から２歳までの住民税非課税世帯の子供

について、2019 年10 月からの全面的な無償化措置の実施を目指す。
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17 このほか、子ども・子育て支援法に基づく一時預かり事業、病児保育事業及びファミリー・サポート・センター事業を対象とする。
18 幼稚園の預かり保育、幼稚園及び認定こども園が１号認定（子ども・子育て支援法第19 条第１項第１号に該当することの認定）の子供に対して行う預かり事業並びに同法に基づく幼稚園の長時間預かり
をいう。以下同じ。
19 「児童福祉法」（昭和22 年法律第164 号）第59 条の２第１項に規定する施設をいう。幼稚園以外の幼児教育を目的とする施設のうち乳幼児が保育されている実態があるものを含む。なお、厚生労働省の
通知によれば、乳幼児が保育されている実態があるか否かについてはその運営状況に応じ判断すべきであるが、少なくとも１日４時間以上、週５日、年間39 週以上施設で親と離れることを常態としている場
合は保育されているものと考えられる、とされている。
20,22 月額3.7 万円（０歳から２歳児については月額4.2 万円）。
21 月額 2.57万円。
23 例えば、一般的にいう認可外保育施設の利用者負担額は平均で月4.0 万円（３歳の場合）であるが、この平均額の場合は月３千円の利用者負担となる。
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０．３兆円
超メニュー

０．７兆円
メニュー
（消費税財源）

（2012） （2013） （2014） （2015） （2016） （2017/2018）

1.1%1.3%
1.3%1.9%

1.9%
1.9%

2.0%

2.0%
2.0%

2.0%

2.85%

3.0%
3.0%

3.0%

2.85%

2.0%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度/30年度

安心こども基金
において創設

保育緊急確保事業
で事業継続

公定価格に
組み込む（恒久化）

＋約３％
（月額約9,000円）

＋約５％
（月額約15,000円）

＋約７％
（月額約21,000円）

＋約８％
（月額約26,000円）

＋

※26年人事院勧告
準拠（26補正）

※27年人事院勧告
準拠（27補正）

※28年人事院勧告準拠（28補正）

※処遇改善等加算
（賃金改善要件分）
消費税財源以外

※処遇改善等加算
（賃金改善要件分）
消費税財源

※処遇改善等加算
（賃金改善要件分）
消費税財源

（改善率）

技能・経験に着目した
更なる処遇改善

※29年人事院
勧告準拠（29
補正/30予
算）

※ 処遇改善等加算（賃金改善要件分）は、平成25、26年度においては「保育士等処遇改善臨時特例事業」により実施
※ 各年度の月額給与改善額は、予算上の保育士の給与改善額
※ 上記の改善率は、各年度の予算における改善率を単純に足し上げたものであり、24年度と比較した実際の改善率とは異なる。
※ 「新たな経済政策パッケージ」（平成29年12月8日閣議決定）において、「保育士の確保や他産業との賃金格差を踏まえた処遇改善に更に取り組むこととし、今年度の人事院

勧告に伴う賃金引上げに加え、2019年４月から更に１％（月3000円相当）の賃金引上げを行う。」とされている。

保育士等の処遇改善の推移

＋約11％＋最大４万円
（月額約35,000円＋最大４万円）
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厚労省作成資料を加工



Ⅴ．年 金
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上限を固定した上での
保険料率引上げ

積立金の活用

現⾏の年⾦制度の仕組み（2004（Ｈ16）年改正）

マクロ経済スライドによる年金額の調整
⇒ 少子高齢化が進行しても財源の範囲内に給付
が収まるよう、現役世代の人口減少とともに年金
の給付水準を調整

・スライド調整率：①公的年金の全体の被保険者の減少率
＋②平均余命の伸びを勘案した率（0.3％）

→ 1.3％/年 （26年財政検証）

基礎年金国庫負担１/２への引上げ

※ 消費税率の引上げ（５％→８％）により
安定財源を確保

物価等の伸び

調整率

年金改定率

積立金保険料収入 年 金 給 付国庫負担
（税）

固定！

〔負 担〕 〔給 付〕

（注）平成27（2015）～55（2043）年度ケースA～E平均

○ 平成16（2004）年改正においては、将来の現役世代の過重な負担を回避するとともに、公的年⾦としてふさわしい
給付⽔準を確保するとの考え⽅の下、持続可能な年⾦制度の構築と信頼の確保に向けた改⾰を実施。

○ 具体的には、
① 基礎年⾦国庫負担を1/2に引上げ
② 保険料について上限を固定した上で引上げ（厚生年金：18.3％、国民年金：16,900円（平成29年度～））

③ これらにより固定された財源の範囲内に収まるように給付⽔準を⾃動調整する仕組み（マクロ経済スライド）
を導⼊（給付水準は現役世代の平均的収入の50％以上を確保）

を⾏い、５年ごとに、年⾦財政の健全性を検証することとされた（財政検証）。
（注）所得代替率が50％を下回る場合は、50％で給付水準調整を終了し、給付及び負担の在り方について検討を行うとされている。
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2019
年度～2016年度 2017年度 2018年度

－ －

経済・財政再生計画 改革工程表

KPI
（第二階層）

KPI
（第一階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

通常国会 通常国会概算要求
税制改正要望等

年末

集中改革期間

＜㊴社会保障改革プログラム法等に基づく年金関係の検討＞
＜(ⅰ)マクロ経済スライドの在り方＞

年
金

マクロ経済スライドがその機能を発
揮できるよう、その未調整分を翌年
度以降の好況時に、合わせて調整
する仕組みの導入や、賃金に合わ
せた年金額の改定により、現役世
代の負担能力に応じた給付への見
直しを行う法案を提出し、第192回
臨時国会において成立した

＜(ⅱ)短時間労働者に対する被用者保険の適用範囲の拡大＞

中小企業の短時間労働者につい
て、労使の合意に基づき、企業単
位で被用者保険の適用拡大の途
を開くことを可能とする法案を提出
し、第192回臨時国会において成
立した

年金機能強化法附則第２条の規定に基づき、短時間労働者に対する厚生年金保険及び健康
保険の適用範囲について、2019年９月末までに関係審議会等において検討し、その結果に基
づき、法案提出も含めた必要な措置を講ずる

＜(ⅲ)高齢期における職業生活の多様性に応じた一人ひとりの状況を踏まえた年金受給の在り方＞

高齢期における職業生活の多様性に応じた一人ひとりの状況を踏まえた年金受給の在り方について、高齢者雇用の動向や年金
財政に与える影響等を踏まえつつ、年金受給開始年齢、就労による保険料拠出期間や在職老齢年金の在り方、その弾力的な運
用の在り方を含め、次期の財政検証（2019年）に向けて、速やかに関係審議会等において検討を行い、その結果に基づき、法案
提出も含めた必要な措置を講ずる

＜(ⅳ)高所得者の年金給付の在り方を含めた年金制度の所得再分配機能の
在り方及び公的年金等控除を含めた年金課税の在り方の見直し＞

個人所得課税について、総合的かつ一体的に税負担構造を見直す観点から、今後、政府税制調査会において、論点を整理しつつ、
議論

≪㊴（ⅳ）の個人所得課税については財務省、その他は厚生労働省≫

≪厚生労働省≫

高所得者の年金給付の在り方を含めた年金制度の所得再分配機能の在り方について、高所得者の老齢基礎年金の支給停止、
被用者保険の適用拡大の推進、標準報酬の上下限の在り方の見直しなど年金制度内における再分配機能の強化に関し、年金
税制や他の社会保険制度の議論を総合的に勘案し、次期の財政検証（2019年）に向けて、速やかに関係審議会等において検討
を行い、その結果に基づき、法案提出も含めた必要な措置を講ずる

経済・財政再生計画改革工程表2017改定版
(平成29年12月21日経済財政諮問会議)(抄)
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平成26年財政検証

○ 平成26年財政検証においては、以下の経済前提等に基づき検証を実施。
○ その結果、労働市場への参加が進み、経済が持続的に成⻑するケース（⼈⼝推計中位）では、所得代替率

50％を確保。

将来の経済状況の
仮定

経済前提
財政検証結果

（人口推計中位）
（参考）

労働力率
全要素生産
性(TFP)上昇

率
物価上昇率

賃金上昇率
(実質)

運用利回り

給付水準調整終了後の
標準的な所得代替率

実質経済成長率
2024年度以降

20～30年
実質

＜対物価＞
スプレッド

＜対賃金＞
名目

ケースA

内閣府試算
「経済再生
ケース」
に接続

労働市場へ
の参加が進

むケース

1.8% 2.0% 2.3% 3.4% 1.1％ 5.4% 50.9% 1.4％

ケースB 1.6% 1.8% 2.1% 3.3% 1.2％ 5.1% 50.9% 1.1％

ケースC 1.4% 1.6% 1.8% 3.2% 1.4％ 4.8% 51.0% 0.9％

ケースD 1.2% 1.4% 1.6% 3.1% 1.5％ 4.5% 50.8% 0.6％

ケースE 1.0% 1.2% 1.3% 3.0% 1.7％ 4.2% 50.6% 0.4％

ケースF

内閣府試算
「参考ケー
ス」に接続

労働市場へ
の参加が進

まない
ケース

1.0% 1.2% 1.3% 2.8% 1.5％ 4.0% 50.0%（45.7%（注）） 0.1％

ケースG 0.7% 0.9% 1.0% 2.2% 1.2％ 3.1% 50.0%（42.0%（注）） ▲0.2％

ケースH 0.5% 0.6% 0.7% 1.7% 1.0％ 2.3% 50.0%（―（注）） ▲0.4％

（注）所得代替率が50％を下回る場合は、50％で給付水準調整を終了し、給付及び負担の在り方について検討を行うとされているが、仮に、財政バランスが取れるまで
機械的に調整を進めた場合。ケースＨについては、機械的に調整を続けると、2055年度に積立金がなくなり、完全な賦課方式に移行。 61



所得代替率の将来⾒通し（平成26年財政検証）

所得代替率

※ 所得代替率50％を下回る場合は、50％で給付水準調整を終了し、給付及び負担の在り方について検討を行うことと

されているが、仮に、財政のバランスが取れるまで機械的に給付水準調整を進めた場合の数値。

高
成
長
ケ
ー
ス

低
成
長
ケ
ー
ス

ケースＢ ５０．９％ （平成55 (2043) 年度） ｛基礎：25.8％(2043)、比例：25.1％(2017)｝ １．１％

ケースＡ ５０．９％ （平成56 (2044) 年度） ｛基礎：25.6％(2044)、比例：25.3％(2017)｝ １．４％

ケースＣ ５１．０％ （平成55 (2043) 年度） ｛基礎：26.0％(2043)、比例：25.0％(2018)｝ ０．９％

ケースＤ ５０．８％ （平成55 (2043) 年度） ｛基礎：26.0％(2043)、比例：24.8％(2019)｝ ０．６％

ケースＥ ５０．６％ （平成55 (2043) 年度） ｛基礎：26.0％(2043)、比例：24.5％(2020)｝ ０．４％

ケースＦ ５０．０％ （平成52 (2040) 年度）
（※）４５．７％ （平成62 (2050) 年度） ｛基礎：22.6％(2050)、比例：23.0％(2027)｝ ０．１％

50%

実質経済
成長率

2024年度以降
20～30年

45%

高

低

経済前提

給付水準調整終了後の
標準的な厚生年金の

所得代替率
給付水準調整の

終了年度

↑ 労働市場への参加が進むケース （内閣府試算の経済再生ケースに相当）

↓ 労働市場への参加が進まないケース （内閣府試算の参考ケースに相当）

ケースＧ ５０．０％ （平成50 (2038) 年度）
（※）４２．０％ （平成70 (2058) 年度） ｛基礎：20.1％(2058)、比例：21.9％(2031)｝ ▲０．２％

ケースＨ ５０．０％ （平成48 (2036) 年度） 注：機械的に基礎、比例ともに給付水準調整を続けた場合 ▲０．４％

（※）機械的に給付水準調整を続けると、国民年金は2055年度に積立金がなくなり完全な賦課方式に移行。
その後、保険料と国庫負担で賄うことのできる給付水準は、所得代替率35％～37％程度。

40%

55%

○ 労働市場への参加が進み、経済が持続的に成⻑するケースでは、所得代替率50％を確保
※人口推計が中位の場合（2060年の仮定：出生率１．３５、平均寿命男84.2歳、女90.9歳）
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注１：ケースＨは、景気の波による変
動を仮定した上で、マクロ経済
スライドによる調整がフルに発
動される仕組みとした場合。

２：実質経済成長率は、2024年度
以降20～30年の平均

オプション試算（平成26年財政検証）

適用拡大①（220万人ベース） ； 所定労働時間週20時間以上の短時間労働者へ適用拡大 （非適用事業所は対象外）

適用拡大②（1,200万人ベース）； 一定の賃金収入（月5.8万円以上）がある全ての被用者へ適用拡大

オプションⅠ ・・・マクロ経済スライドの仕組みの見直し

オプションⅡ ・・・被用者保険の更なる適用拡大

（実質成長率） 所得代替率（給付水準調整終了年度） 所得代替率の変化

ケースＣ （ 0.9％） ５０．８％（2043） ⇒ ５１．２％（2043） ＋０．４％

ケースＥ （ 0.4％） ５０．２％（2044） ⇒ ５１．０％（2042） ＋０．８％

ケースＧ （▲0.2％） ３９．５％（2072） ⇒ ４４．５％（2050） ＋５．０％

ケースＨ （▲0.4％） 調整できず ⇒ ４１．９％（2054） －

注１：経済前提は、景気の波による変動
を仮定したもの。

２：実質経済成長率は、2024年度以
降20～30年の平均

（実質成長率）
所得代替率（給付水準調整終了年度） 所得代替率の変化

拡大前 適用拡大① 適用拡大② 適用拡大① 適用拡大②

ケースＣ （ 0.9％） ５１．０％（2043） ⇒ ５１．５％（2042） ５７．３％（2032） ＋０．５％ ＋６．３％

ケースＥ （ 0.4％） ５０．６％（2043） ⇒ ５１．１％（2042） ５７．５％（2029） ＋０．５％ ＋６．９％

ケースＧ （▲0.2％） ４２．０％（2058） ⇒ ４２．５％（2056） ４７．１％（2046） ＋０．５％ ＋５．１％

ケースＨ （▲0.4％） ４１．９％（2054） ⇒ ４２．２％（2054） ４５．８％（2047） ＋０．３％ ＋３．９％

○ 社会保障制度改⾰国⺠会議の報告書やプログラム法において提⽰された課題の検討に資するため、⼀定の制
度改正を仮定したオプション試算を実施。

※ 国民会議の報告書において「年金制度の課題の検討に資する検証作業を行うべき」とされた。

○ 物価・賃⾦の伸びが低い場合でもマクロ経済スライドによる調整がフルに発動されるような仕組みとした場合、現⾏
の仕組みでは発動が不⼗分となる低成⻑ケースにおいて、所得代替率への改善効果が⼤きい。

○ 被⽤者保険の更なる適⽤拡⼤を進めた場合、国⺠年⾦（基礎年⾦）の財政が改善し所得代替率は上昇。特に、1200
万⼈ベースで適⽤拡⼤を進めた場合、所得代替率は⼤幅に（４〜７％）上昇。
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オプションⅢ ・・・保険料拠出期間と受給開始年齢の選択制

（実質成長率）
所得代替率（給付水準調整終了年度）
40年拠出モデル ⇒ 45年拠出モデル

所得代替率の変化

ケースＣ （ 0.9％） ５１．０％（2043） ⇒ ５７．６％（2042） ＋６．６％

ケースＥ （ 0.4％） ５０．６％（2043） ⇒ ５７．１％（2042） ＋６．５％

ケースＧ （▲0.2％） ４２．０％（2058） ⇒ ４８．４％（2053） ＋６．４％

ケースＨ （▲0.4％） ４１．９％（2057） ⇒ ４７．９％（2051） ＋６．０％

注１：ケースＨは、景気の波による変動を
仮定した上で、マクロ経済スライドによ
る調整がフルに発動される仕組みとし
た場合。

２：実質経済成長率は、2024年度以降20
～30年の平均

年金給付

受給開始年齢の
繰下げ受給による増

拠出期間の延長による増

＜46年保険料拠出、66歳受給開始の場合＞

45年⇒46年

平均 約23年⇒22年
※2025年の平均余命

保険料拠出20歳

65歳 66歳

所得代替率

ケースＣ
５７．６％ ⇒ ６３．１％

＋５．５％

ケースＥ
５７．１％ ⇒ ６２．６％

＋５．５％

ケースＧ
４８．４％ ⇒ ５３．１％

＋４．６％

ケースＨ
４７．９％ ⇒ ５２．５％

＋４．６％

注：ケースＨは、景気の波による変動を仮定した上で、マクロ経済
スライドによる調整がフルに発動される仕組みとした場合。

○ ⾼齢期の就労による保険料拠出がより年⾦額に反映するよう以下の制度改正を仮定した場合、保険料の拠出期間の延
⻑（40年⇒45年）等により、所得代替率は６％程度上昇。（おおむね４５／４０上昇。）

○ 65歳を超えて就労し保険料を拠出した者が、受給開始年齢の繰下げを選択した場合、さらに給付⽔準は上昇。最も
低成⻑のケースＨでも、マクロ経済スライドをフルに発動する仕組みとした上で、６６歳に繰り下げると所得代替率は
５０％を超える。

繰下げ増額：＋4.8％
拠出期間増：＋0.7％

繰下げ増額：＋4.8％
拠出期間増：＋0.7％

繰下げ増額：＋4.1％
拠出期間増：＋0.6％

繰下げ増額：＋4.0％
拠出期間増：＋0.6％
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デフレが給付水準に与えた影響

59.3

50.2

62.7

45

50

55

60

65

70

1999 2004 2009 2014 2019 2024 2029 2034 2039 2044 2049

50.6～51.0

所得代替率（%）

※数値は厚生年金（報酬比例部分）＋基礎年金
（2人分）の所得代替率

賃金が低下する中で年金が維持されたこと

等による足下の所得代替率の上昇

スライド調整期間
の長期化

2014年財政検証
ケースA～E

マクロ経済スライドによる調整が発動せず

約20年間

2004年財政再計算
標準ケース

約30年間

＜うち基礎年金36.8＞

＜うち基礎年金25.6～26.0＞
＜うち基礎年金28.4＞

＜うち基礎年金33.7＞

給付水準見通しの変化

デフレ

（年度）

（23.3万円／39.3万円）

（21.8万円／34.8万円）

将来の基礎年金の所得代替率
の低下

※所得代替率とは、現役世代の平均手取り収入（ボーナス込み）に対する厚生年金＋基礎年金2人分の

65歳時の年金額の比率を指す。
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① マクロ経済スライドによる調整のルールの見直し （少子化､平均寿命の伸びなど長期的な構造変化に対応）

既裁定 新規裁定

Ⅰ景気拡大期

年金額の
改定率

賃金
（物価）

完全調整

景気回復局面においてキャリーオーバー分を早期に調整 （高齢者の年金の名目下限は維持）

年金額の改定ルールの見直し

○ 制度の持続可能性を高め、将来世代の給付水準を確保するため、年金額改定に際し以下の措置を講じる｡

① マクロ経済スライドについて、現在の高齢世代に配慮しつつ、できる限り早期に調整する観点から、名目
下限措置を維持し、賃金・物価上昇の範囲内で前年度までの未調整分を調整。 【平成30年4月施行】

② 賃金・物価スライドについて、支え手である現役世代の負担能力に応じた給付とする観点から、賃金変動
が物価変動を下回る場合には賃金変動に合わせて改定する考え方を徹底。 【平成33年4月施行】

Ⅱ景気後退期

賃金
（物価）

部分調整

年金額改定なし

年金額の名目下限を維持
（現在の高齢世代に配慮）

Ⅲ景気回復期

完全調整
＋

未調整分の調整

キャリーオーバー分の調整

年金額の改定率

賃金
（物価）

年金は世代間の仕送りであることから、現役世代の負担能力が低下しているときは、賃金変動に合わせて改定

② 賃金･物価スライドの見直し （賃金･物価動向など短期的な経済動向の変化に対応）

未調整分をキャリーオーバー

を年金額
改定に反映

既裁定

新規裁定

０＞ 物価 ＞ 賃金 物価＞０＞賃金

既裁定

物価 ＞ 賃金 ＞０

新規裁定

（今回変更なし） 66



働きたい人が働きやすい環境を整えるとともに、短時間労働者について、年金等の保障を厚くする観点から、被用者保険（年金・
医療）の適用拡大を進めていくことが重要。

① （平成28年10月～）501人以上の企業で、月収8.8万円以上等の要件を満たす短時間労働者に適用拡大。

② （平成29年４月～）500人以下の企業で、労使の合意に基づき、企業単位で、短時間労働者への適用拡大を可能とする。（国・
地方公共団体は、規模にかかわらず適用とする）

③ （平成31年９月までに）更なる適用拡大について検討を加え、その結果に基づき、必要な措置を実施。

週30時間以上

これまで ①平成28年10月～

(1)週労働時間20時間以上

(2)月額賃金8.8万円以上（年収換算で約106万円以上）

（所定労働時間や所定内賃金で判断し、残業時間(代)等を含まない）

(3)勤務期間１年以上見込み

(4)学生は適用除外

(5)従業員 501人以上の企業等
（適用拡大前の基準で適用対象となる労働者の数で算定）

更なる適用拡大
について検討

（
週
の
所
定
労
働
時
間
）

500人 （従業員数）

30時間

20時間

＜被用者保険の適用拡大のイメージ＞

平成28年10月からの
適用拡大の対象（約39万人）

(強制適用）

※ 人数は平成30年4月末時点のもの

被用者保険の適用対象
（強制適用）

②平成29年４月～

左記(1)～(4)の条件の下、500
人以下の企業等について、

・民間企業は、労使合意に基
づき、適用拡大を可能に

・国・地方公共団体は、適用

③平成31年９月まで

平成29年４月からの
適用拡大の対象

(労使合意に基づく任意の適用)

短時間労働者への被用者保険の適用拡大の現状
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○ 年⾦は、本⼈の選択により、 60歳から70歳までの間で繰り上げまたは繰り下げて受給することが可能。繰下げを⾏った場合、受給しな
かった期間に応じて給付⽔準は上昇するが、現⾏制度の下では、70歳到達より後に受給開始を繰り下げ、給付⽔準を更に⾼めるとの選択
はできない。

【参考】⾼齢社会対策⼤綱（平成30年2⽉16⽇閣議決定）
年⾦の受給開始時期は、現在、60 歳から70 歳までの間で個⼈が⾃由に選べる仕組みとなっている。このうち65 歳より後に受給を開始

する繰下げ制度について、積極的に制度の周知に取り組むとともに、70 歳以降の受給開始を選択可能とするなど、年⾦受給者にとってよ
り柔軟で使いやすいものとなるよう制度の改善に向けた検討を⾏う。

年金の繰上げ・繰下げ制度について

68

請求時の年齢 繰上げによる減額率

60歳 30％

61歳 24％

62歳 18％

63歳 12％

64歳 6％

（参考）繰上げによる減額率（注１） （参考）繰下げによる増額率（注１）

請求時の年齢 繰下げによる増額率

66歳 8.4％

67歳 16.8％

68歳 25.2％

69歳 33.6％

70歳 42％

（参考1）繰上げ受給の実績︓250.7万⼈（34.1％）（注２） （参考2）繰下げ受給の実績︓10.4万⼈（1.4％）（注２）

繰上げ・繰下げ受給の考え⽅
どの年齢を選択しても、受給期間

を平均余命までとした場合に、将来
受け取る年⾦給付の総額は変わらな
いように、減額・増額率が設定され
ている。

60歳 65歳 70歳 平均的な死亡年齢

給
付
⽔
準

（注１）繰上げ減額率＝0.5％×繰上げた⽉数（60歳〜65歳）、 繰下げ増額率＝0.7％×繰下げた⽉数（66歳〜70歳）（いずれも昭和16年４⽉２⽇以降⽣まれ）
（注２）平成28年度末。国⺠年⾦ ⽼齢年⾦受給権者（基礎のみ・旧国年（５年年⾦除く）を対象）の⼈数と割合（出典︓厚⽣年⾦保険・国⺠年⾦事業年報）



○ 厚⽣年⾦については、男性は2025年まで、⼥性は2030年までにかけて、⽀給開始年齢（標準的な受給開始年齢（注１））の引上げが⾏
われてきている。また、雇⽤制度もこれに合わせ整備が進められてきた。
（注１）繰上げ・繰下げ制度の下、年⾦の受給開始年齢は60歳から70歳までの間で個⼈が選択可能。
（注２）固定された財源の範囲内で給付⽔準を⾃動調整する現⾏制度の下では、仮に標準的な受給開始年齢を引き上げても、引上げにより給付されない

こととなる給付費相当分は、全て給付⽔準の向上に充てられることとなる。
（注３）平成16年改正以前の制度の下では、標準的な受給開始年齢の引上げは、給付総額の減少を通じ、財政負担を軽減する効果を有していた。しか

し、現⾏制度の下では、仮に引上げを⾏っても給付総額は減少しないため、財政負担の軽減につながる訳ではない。
○ 「⼈⽣100年時代」を迎えつつある中、７割近くの⾼齢者が65歳を超えても働く意欲があるとされ、また、平均寿命は今後も更に伸⻑

することが⾒込まれる。

支給開始年齢（標準的な受給開始年齢）をめぐる状況

◆就労希望年齢（いつまで働きたいか）

◆平均寿命と支給開始年齢
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年金の支給開始年齢と高齢者雇用確保について

１９９４年

２０００年

２００４年

２０１２年

２０１３年

２０１７年

【年金】 老齢厚生年金の定額部分について、６０歳から６５歳への引上げを決定

※３年に１歳ずつ。男子は２００１年度から２０１３年度、女子は２００６年度から２０１８年度にかけて引上げ。

【年金】 老齢厚生年金の報酬比例部分について、６０歳から６５歳への引上げを決定

※３年に１歳ずつ。男子は２０１３年度から２０２５年度、女子は２０１８年度から２０３０年度にかけて引上げ。

【雇用】 年金支給開始年齢の引上げに合わせ、①定年の引上げ、②継続雇用制度の導入 （例外： 労使協定により

基準を定めた場合は、希望者全員を対象としない制度も可）、③定年の定めの廃止、のいずれかの措置を

とることを企業に義務付け

【雇用】 上記の例外規定 （下線部分） について、２０１３年度から廃止することを決定。

【雇用】 年金支給開始年齢の引上げに対応するため、国家公務員についても、希望する職員の原則再任用を義務

付け。併せて、年金支給開始年齢の段階的な引上げ時期ごとに、定年引上げも含め雇用と年金の接続の在り

方について改めて検討を行うことを決定。

【雇用】 公務員の定年引上げについて、具体的な検討を進めることを決定。
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対象者 概要 対象者数及び支給停止額 イメージ図

60～65歳

・ 賃金＋年金（厚生年金の定額部分も含

む）の合計額が28万円を上回る場合
は、賃金２に対し、年金を１停止。

・ 賃金が46万円を上回る場合は、
賃金１に対し、年金を１停止。

・ 厚生年金の支給開始年齢の段階
的引上げが完了する2025年（女性は

2030年）以降、対象はいなくなる。

約９８万人
約7,000億円

（参考）
受給者総数 約540万人

65歳以上

＜６５～７０歳＞
・ 賃金＋年金（基礎年金は対象外）の合
計額が現役世代の平均月収相当
（46万円）を上回る場合は、賃金２
に対し、年金を１停止。

＜７０歳以上＞
・ 65～70歳と同じ仕組みで、保険料
負担はなし。

約２８万人
約3,000億円

（参考）
受給者総数 約2,368万人

（※）年金額は１０万円と仮定

賃金（ボーナ
ス込み月収）

１８万円

賃金と年
金月額の
合計額

０

２８万円

１０万円

賃金（ボーナ
ス込み月収）

３６万円

賃金と年
金月額の
合計額

０

４６万円

１０万円

○ 就労し、一定以上の賃金を得ている６０歳以上の厚生年金受給者を対象に、原則として、被保険者として保険料負担を求め
るとともに、年金支給を停止する仕組み。 （保険料負担分は、退職時に年金給付の増額として反映される）

○ これは、
・ 働いても不利にならないようにすべき
・ 現役世代とのバランスから、一定以上の賃金を得ている者については、年金給付を一定程度我慢してもらい、年金制度の支

え手に回ってもらうべき
という２つの要請のバランスの中で行われているもの。

＊ 「２８万円」は、夫婦２人の標準的な年金額相当を報酬月額とする現役被保険者の平均月収（ボーナスを含む。）を基準として設定。
＊ 「４６万円」は、現役男子被保険者の平均月収（ボーナスを含む。）を基準として設定。

（※）平成２６年度末

在職⽼齢年⾦制度について
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高所得者への年金給付等の在り方の見直し

＜検討規定＞
○持続可能な社会保障制度の確⽴を図るための改⾰の推進に関する法律(平成25年12⽉13⽇法律第112号)

第六条
２ 政府は、公的年⾦制度を⻑期的に持続可能な制度とする取組を更に進め、社会経済情勢の変化に対応した保障機能を強化し、並びに世代間及び世代内の公平性を確保する観点から、
公的年⾦制度及びこれに関連する制度について、次に掲げる事項その他必要な事項について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
四 ⾼所得者の年⾦給付の在り⽅及び公的年⾦等控除を含めた年⾦課税の在り⽅の⾒直し

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 国庫や年⾦財政の⽀え⼿が減少していく中、「年齢」ではなく「能⼒」に応じた給付と負担にしていく観点等から、

・ 現役世代と⽐べて遜⾊のない所得のある⼀定の⾼齢者に係る基礎年⾦の国庫負担相当分の給付停⽌や、
年⾦課税の⾒直しについて検討し、

・ 今後⾼齢化に伴い増加していく国庫への負担を軽減する措置の実施につなげるべきではないか。

○ ⽼齢基礎年⾦は、⽼齢期における稼得能⼒の喪失に対応するためのものであり、その財源の1/2は国庫負担である。
○ ⾼所得者に係る基礎年⾦給付については、社会保障・税の⼀体改⾰において、世代間の公平性の観点等から、

その国庫負担相当分の⽀給を停⽌する制度が提案され、今後検討の上で、必要な措置を講ずるものとされている。
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基礎控除へ振替

公的年金等控除の適正化（平成３０年度税制改正）

○ 公的年金等控除は、年金以外の所得がいくら高くても、年金のみで暮らす者と同じ控除が受けら

れる制度。

○ 公的年金等控除について、

① 公的年金等収入が1,000万円を超える場合の控除額に上限を設ける。

② 年金以外の所得が1,000万円超の年金受給者（0.5％）の控除額を引き下げる。

負担増となる見込みの人数

年金収入が1,000万円超の者 3,000人程度

年金以外の所得が1,000万円超
の者（うち2,000万円超の者）

20万人程度
（うち10万人程度）

合計 20万人程度

年金受給者全体（4,000万人程度）の0.5%程度
（注）65歳未満の場合、最低保障額（現行70万円）は、

・ 基礎控除への振替により60万円、
・ 年金以外の所得1,000万円超の場合は50万円、
・ 年金以外の所得2,000万円超の場合は40万円
となる。

見直し案（65歳以上の場合）
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平成30年6月（速報値）

2,098,790 人
1.66 ％

1,636,327 世帯

平成28年度（確報値）

2,145,438 人
1.69 ％

1,637,045 世帯

生活保護の現状

○ ⽣活保護受給者数は平成27年３⽉をピークに、⽣活保護受給世帯数は平成29年11⽉をピークに減少に転じた。
○ ただ、年齢別に⾒ると65歳以上の⽣活保護受給者数は⼀貫して増加を続け、平成28年度には47.4%。
○ ⽣活保護費の伸びは、⻑期的な名⽬ＧＤＰの推移と⽐較すると伸び率が⾮常に⼤きく、近年ではほぼ横ばい。

＜被保護⼈員数、被保護世帯数、保護率の年次推移＞

保
護
率
（
％
）

＜⽣活保護費負担⾦（事業費ベース）の推移＞

（出所）生活保護費負担金事業実績報告 注：平成28年度までは実績額、29年度は補正後予算額、30年度は当初予算額

＜⽣活保護費と名⽬国内総⽣産の推移（H7=100）＞

（出所）内閣府「国民経済計算」等
※生活保護費は国費（決算）ベース

（ ）書きは28年度
実績における割合

（出所）被保護者調査

＜年齢階層別被保護⼈員の年次推移＞
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＜⽣活保護制度の原則＞

① 資産、能⼒等あらゆるものを活⽤することが保護の前提。
扶養義務者による扶養などは保護に優先される。
・不動産、⾃動⾞、預貯⾦等の資産
・稼働能⼒の活⽤
・年⾦、⼿当等の社会保障給付
・扶養義務者からの扶養 等

② ⽀給される保護費の額
・厚⽣労働⼤⾂が定める基準で計算される最低⽣活費から収⼊を差し引いた

差額を保護費として⽀給

最 低 ⽣ 活 費

年⾦・児童扶養⼿当等の収⼊

最低生活費の考え方
○ ⽣活保護制度においては、最低限度の⽣活を保障するとともにその⾃⽴を助⻑することが⽬的（⽣活保護法第１条）とされて

おり、⽣活保護法において様々な原則や義務が設けられている。
○ 最低⽣活費は、⽇常的に必要な⾷費、被服費、光熱⽔費等に対応するものとして⽣活保護受給者の年齢、世帯構成及び地域に

応じた⽣活扶助（第１・２類費と各種加算）のほか、必要に応じた住宅扶助、教育扶助、介護扶助、医療扶助等が⽀給されてい
る。

○ これらは最低限度の⽣活の需要を満たすに⼗分なものであって、かつ、これを超えないものである必要。

⽣活保護法 （昭和⼆⼗五年法律第百四⼗四号）

（保護の補足性）
第四条 保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるものを、その最

低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる。

（基準及び程度の原則）
第八条 保護は、厚生労働大臣の定める基準により測定した要保護者の需要を基とし、そのうち、

その者の金銭又は物品で満たすことのできない不足分を補う程度において行うものとする。
２ 前項の基準は、要保護者の年齢別、性別、世帯構成別、所在地域別その他保護の種類に応

じて必要な事情を考慮した最低限度の生活の需要を満たすに十分なものであつて、且つ、これ
をこえないものでなければならない。

⽀給される保護費

（単位：円／月額）

生活扶助基準（第１類）
加算額

②年齢
基準額

１級地-1 １級地-2 2級地-1 2級地-2 3級地-1 3級地-2

0～2 44,010 42,730 40,620 40,620 37,810 36,430
3～5 44,010 42,730 40,620 40,620 37,810 36,430
6～11 45,010 43,700 41,550 41,550 38,670 37,250
12～17 47,090 45,710 43,460 43,460 40,460 38,970
18～19 46,760 45,390 43,160 43,160 40,170 38,700
20～40 46,760 45,390 43,160 43,160 40,170 38,700
41～59 46,760 45,390 43,160 43,160 40,170 38,700
60～64 46,760 45,390 43,160 43,160 40,170 38,700
65～69 44,700 45,390 41,260 41,260 38,410 36,990
70～74 44,700 45,390 41,260 41,260 38,410 36,990
75～ 40,350 39,180 37,250 37,250 34,670 33,400

世帯人員
逓減率

１級地-1 １級地-2 2級地-1 2級地-2 3級地-1 3級地-2

1人 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 
2人 0.8548 0.8548 0.8548 0.8548 0.8548 0.8548
3人 0.7151 0.7151 0.7151 0.7151 0.7151 0.7151
4人 0.6010 0.6010 0.6010 0.6010 0.6010 0.6010 
5人 0.5683 0.5683 0.5683 0.5683 0.5683 0.5683 

生活扶助基準（第２類）

世帯人員
基準額

１級地-1 １級地-2 2級地-1 2級地-2 3級地-1 3級地-2

1人 28,490 27,300 27,300 27,300 27,300 27,300 
2人 41,830 40,090 40,090 40,090 40,090 40,090 
3人 46,410 44,480 44,480 44,480 44,480 44,480 
4人 48,400 46,390 46,390 46,390 46,390 46,390 
5人 48,430 46,420 46,420 46,420 46,420 46,420 

※冬季には地区別に冬季加算が別途計上される。

生活扶助基準（第１類＋第２類） ①

※各居住世帯員の第１類基準額を合計し、世帯人員に応じた逓減率を乗じ、世帯人員に応じた第２類基準額を加える。

年
齢
別

世
帯
⼈
員
別

世
帯
⼈
員
別

※表の基準額及び逓減率は30年10月時点
の基準見直し後のものであり、平成30年10
月以降３回にわけて段階的に見直される。

級地別

＜ ⽣活扶助基準額の算出⽅法 ＞＜ 最低限度の⽣活の保障 ＞

○ ⽣活扶助費は、⾷費・被服費・光熱⽔費等の⽇常⽣活に必要な経費に対応する扶助費。
○ ⽣活扶助基準の具体的な⾦額は世帯単位で決まることとなっており、

【第１類費】⾷費等の個⼈的費⽤（年齢階級別に個⼈単位で定められた⾦額の世帯合計）
【第２類費】光熱⽔費等の世帯共通的費⽤（世帯⼈員別に定められた⾦額）

を合算して算出。
○ 第１類費、第２類費とも、所在地域に応じて６段階の基準が定められている。
○ 障害者世帯、⺟⼦世帯など特定の世帯には加算がある。

＜ ⽣活扶助基準の概要 ＞
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加算額

②

最低生活費

①＋②＋③

このほか、必要に応じて住宅
扶助、教育扶助、介護扶助、
医療扶助等が支給される。

③



13,470  13,500 

13,074 

13,393 

14,515 

15,701 

16,432 
16,759 

17,077 
17,240 

17,785 

17,622 

49.3%

50.5%

52.7%

54.1%
54.8%

55.8% 55.6%

56.5%

58.6%

60.2%

62.2%
63.6%

40.0%

45.0%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

19,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

医療扶助の状況

○ 医療扶助は⽣活保護費の約５割を占める。その約３分の２（決定点数ベース）が65歳以上の⾼齢者に対する給付であり、被保
護⼈員に占める⾼齢者の割合の増加とともに医療扶助も増加していくおそれ。

医療扶助費
17,622億円
（48.0％）⽣活扶助費

11,883億円
（32.4％）

住宅扶助費
5,977億円
（16.3％）

その他
1,238億円
（3.4％）

（出所）厚⽣労働省「⽣活保護費負担⾦実績報告」（平成28年度）

＜ 医療扶助 年齢階級別の決定点数 ＞

（出所）厚⽣労働省「医療扶助実態調査」（平成28年度）

65歳以上
（63.6％）

＜ ⽣活保護費の内訳 ＞ ＜ 医療扶助費 と 医療扶助決定点数に占める65歳以上の割合の推移 ＞

医療扶助決定点数に占める
65歳以上の割合

（出所）厚⽣労働省 「⽣活保護費負担⾦事業実績報告」、「医療扶助実態調査」

（億円）
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頻回受診対策①

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

0～4 5～9 10～14 15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65～69 70～74 75～

医療保険医療費 医療扶助費

○ ⽣活保護制度における医療扶助は全額公費負担であるため、頻回受診が発⽣しやすいとの指摘。⽣活保護受給者には傷病者や
障害者が⽐較的多いという要因はあるものの、国⺠健康保険等と⽐較しても通院回数が多い状況。

○ 過去、「同⼀傷病について同⼀⽉内に同⼀診療科を15⽇以上受診している⽉が３か⽉以上継続している者」を把握や指導の対
象としていたが、平成30年６⽉以降は当該対象者の範囲を拡⼤し、「同⼀傷病について同⼀⽉内に同⼀診療科を15⽇以上受診
している者」を対象に、頻回受診の解消に向けた取組を実施。

＜ 年齢階級別 １か⽉当たりの医療機関を受診した⼈に係る利⽤⽇数（⼊院外） ＞
（⽇／件）

注 ︓レセプト１枚当たりの医療機関を利⽤した⽇数。
（出所）第63回医療扶助実態調査（平成28年６⽉審査分）特別集計、平成28年度被保護者調査（年次調査）、平成27年度医療保険に関する基礎資料

【平成28年度〜】
○ 改⾰⼯程表を受け、福祉事務所等において頻回受診適正化計画を策定して適正受診指導を推進

【平成29年度】
○ 受診指導の対象者の範囲を順次拡⼤しつつ、外部評価を取り⼊れたＰＤＣＡサイクルを実施する事業を実施
＜対象者の範囲＞
・ 同⼀傷病で、同⼀⽉内に同⼀診療科を15⽇以上受診する⼀定の者（初診⽉である場合や短期的・集中的に治療

を⾏った者等を除く）にまで拡⼤
＜対象者拡⼤の段階的実施＞
・ まずは、補助事業上の対象者を拡⼤（将来的には全ての福祉事務所での対象者拡⼤を想定）

【平成30年度】
○ 平成29年度における受診指導の対象者の範囲の拡⼤を完全実施
○ 頻回受診者に対し、福祉事務所による同⾏指導の実施や受診指導を⾏う医師の委嘱促進を⾏うなど、適正受診

指導の強化を実施。また、レセプトデータから頻回受診者等のリストを作成する医療扶助適正化事業を実施。

頻回受診に係るこれまでの取組＜ 医療扶助における頻回受診についての指摘 ＞

○ ⽣活保護における医療費⼀部⾃⼰負担に係る指定都市市⻑会要請（平成27年12⽉25⽇）抄
医療保険加⼊者については保険料の⽀払いや医療機関受診時の窓⼝負担がある⼀⽅、⽣活

保護受給者は⾃⼰負担がないことなど、過剰な受診等に対する抑制効果が働きづらい状況と
なっている.

○ 読売新聞 ⼣刊１⾯記事（平成27年11⽉25⽇）抄
政府は、⽣活保護受給者の過剰受診や医療費の不正請求を防ぐため、各⾃治体の福祉事務

所のケースワーカーが地域の看護師や薬剤師らと共に受給者を訪れる仕組みを来年度から導
⼊する。指導態勢を強化することで、膨張する⽣活保護費の約半分を占める医療扶助の適正
化を図り、価格の安い後発医薬品（ジェネリック）の使⽤率向上などにつなげるのが狙いだ。

受給者は⾃⼰負担なしで診療や投薬を受けられ、費⽤は医療扶助として全額公費で⽀払わ
れる。受給者は昨年１２⽉時点で約２１７万⼈。２０１３年度は⽀給総額３・６兆円のうち、
医療扶助費が１・７兆円に達した。不必要な通院を繰り返したり、薬剤を過剰に処⽅された
りして費⽤がかさんでいる⾯もある。
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頻回受診対策②
○ 医療扶助における地域ごとの通院回数を⾒ると、

・ レセプト１件（１か⽉）の平均通院⽇数は地域によってバラつきが⾒られ、ほとんどの年齢層について他の地域よりも明ら
かに⽇数が多い地域が存在するとともに、

・ そうした地域においては、被保護⼈員に占める頻回受診の受診状況把握対象者の割合も概ね⾼い傾向が⾒られ、また、⽣活
保護受給者の通院⽇数が⽣活保護受給者以外の通院⽇数に⽐べて多い医療機関が⾒受けられること

から、頻回受診の発⽣状況には地域差があることがうかがわれる。なお、⽣活保護受給者の通院⽇数が⽣活保護受給者以外の通
院⽇数に⽐べて多い医療機関が標榜している診療科は、特定の診療科に偏る傾向が⾒られる。

○ また、レセプト請求件数の全件または⼤多数が⽣活保護受給者のレセプトである医療機関も⾒受けられる。

（出所）厚⽣労働省「医療扶助実態調査」（平成29年度）
※ 平均通院⽇数とは、レセプト１件（１か⽉）の通院⽇数の平均値

80

＜⽣活保護受給者の請求件数割合
が⾼い医療機関＞

（出所）社会保険診療報酬⽀払基⾦ 「レセプトデータ」（対象診療年⽉︓平成28年7⽉〜9⽉）に基づき財務省において集計

＜⽣活保護受給者の通院⽇数が⽣活保護受給者以外の通院⽇
数に⽐べて多い医療機関上位200先の所在する都道府県＞

＜ 都道府県別 平均通院⽇数の状況 ＞

＜ 都道府県別「平均通院⽇数」と「被保護者⼈員に占める受診状況把握対象者の割合」 ＞

順位 都道府県 医療機関数

１ ⼤阪府 42
２ 東京都 23
３ 福岡県 15
4 広島県 13
5 京都府 11
5 兵庫県 11
7 ⾹川県 8
7 ⿅児島県 8
9 千葉県 6
9 愛媛県 6

（日）

（日）

※ 約４万の医療機関について、「⽣活保護受給者の通院⽇数」と「⽣活保護受給者以外の通院⽇
数」を⽐較し、前者の⽅が多い医療機関を差が⼤きい順に並べて上位200先を抽出したもの。

※ ⼊院外のレセプトデータ（病院及び診療所）より集計。

件数割合 医療機関数

100％ 25
90〜100％ 127
80〜90％ 190

※ ⼊院外のレセプトデータ（病院及び診療所）より集計。

（ｎ＝200）

「診療科」別に集計

※ 上記の200先を「コード内容別医療機関⼀覧表」（各地⽅厚⽣局）において標榜されている診療科名を基に機械的に集計。
なお、診療科はレセプト電算処理システム⽤診療科コードによるものであり該当のない診療科等は「その他」に含まれている。

※ グラフ中の割合（％）は、各診療科を標榜する医療機関数の全体（200医療機関）に占める割合。

（診療科）

（医療機関数）

（⼀定期間中の通院⽇数）

⽣保受給者 ⽣保受給者以外

この差の⼤きい
医療機関を抽出

○ 抽出イメージ
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頻回受診対策③
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47%
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平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

○ 頻回受診対策として、電⼦レセプトを活⽤した適正受診指導の取組などが進められてきたが、近年の改善者数割合はおおむね
横ばいで推移しており、⾃治体からは現状の適正受診指導には⼀定の限界がある旨の指摘もある。頻回受診対策について、もう
⼀段の取組が必要と考えられる。

＜頻回受診適正化の対応＞
頻回受診が疑われる者の

把握

主治医訪問・嘱託医協議

改善状況の確認

指導の実施

毎月レセプトを確認し、頻回受診が 疑われる者にかかる台帳を作成

主治医や嘱託医に協議し、頻回受診と認められるか否かを判断

指導の翌月、医療機関へ改善状況を確認改善されていない場合に
は、 引き続き指導を実施

頻回受診と判断された者について、訪問により指導を実施

受診状況把握対象者数（同一疾病で月15日以上の通院が
３ヶ月以上継続している者数）

１３，５４８人

適正受診指導対象者数（A）※

改善者数（適正な受診日数に改善された者数）（B）

改善者数割合（B／A）

３，０２０人

１，３６５人

４５％

※頻回が疑われる者のうち、主治医・自治体の嘱託医への協議を踏まえ、
医学的にも過剰な受診を続けていたと認められる者

（平成27年度）

うち
筋骨格系・結合組織

７，３２２人（54％）

うち
筋骨格系・結合組織

１，９２７人（64％）

うち
筋骨格系・結合組織

９４７人（69％）

うち
筋骨格系・結合組織

４９％

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 更なる頻回受診対策として、頻回受診であるとして適正受診指導を受けてもなお改善の⾒られない者については、例えば、

⼀定の⾃⼰負担（償還払い）を求めるなど、実効性ある対策が必要ではないか。 81

医療機関
① 受診

＜ 頻回受診に係る⾃⼰負担（償還払い）スキーム ＞

② ⾃⼰負担分の⽀払い
③ ⾃⼰負担分の償還⽣活保護

受給者

社会保険診療報酬⽀払基⾦ ④ ⾃⼰負担分を除く
額の⽀払い

都道府県本庁
・

福祉事務所

⑤ 診療報酬の⽀払い

（出所）厚⽣労働省資料

（出所）厚⽣労働省資料

＜改善者数割合の推移＞



就労の促進に向けた取組
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○ 「その他の世帯」の世帯数は近年では減少傾向にあるが、最近の雇⽤環境の⼤幅な改善にもかかわらず、リーマンショック以
前の状況と⽐べ依然として多い。障害・疾病などの事情がない就労可能な⽣活保護受給者は⽣活保護法の趣旨に基づき稼働能⼒
を活⽤することが原則であるが、「その他の世帯」における稼働世帯割合（就労割合）は、雇⽤環境の改善と⽐較すると緩やか
な上昇にとどまる状況。

＜ その他の世帯 ＞
⽣活保護世帯のうち、「⾼齢者世帯」、「⺟⼦世帯」、「障害

者世帯」、「傷病者世帯」のいずれにも該当しない世帯。稼働年
齢層が含まれると考えられる。

（出所）厚⽣労働省「被保護者調査」各年7⽉末現在（平成23年度以前は「被保護者全国⼀⻫調査」）
総務省「労働⼒調査」

その他の世帯数と完全失業率 （完全失業率）（万世帯数）

就労
10万世帯
37％

⾮就労
17万世帯
63％

完全失業率

その他の世帯数

（年度）（平成）

⼝頭指導 ⽂書による指導指⽰ 弁明機会の付与 保護の停⽌⼜は廃⽌

就労指導
4,607件

注１︓平成27年度に⾏った件数。世帯に対し複数回指導指⽰をする場合が含まれている。
注２︓平成27年度中の結果。当該年度以前に指導指⽰を⾏った結果が含まれている。
出所︓厚⽣労働省資料

是正等
1,908件

停⽌ ／ 廃⽌
189件 ／ 726件（注１）

（注２）

（注２）

保護の停廃⽌処分（全世帯）

27万世帯

（稼働世帯割合） （有効求人倍率）

（年度）
（出所）厚⽣労働省「被保護者調査」各年7⽉末現在（平成23年度以前は「被保護者全国⼀⻫調査」）、

「⼀般職業紹介状況」

被保護世帯の稼働世帯割合の⾜元の推移
停滞

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 稼働年齢層が含まれるとされる「その他の世帯」を中⼼に、稼働能⼒を有すると考えられるにもかかわらず就労していない者

の状況や就労阻害要因等を統計⾯から分析するとともに、就労可能な者については引き続き就労指導を着実に実施していくべき
ではないか。

○ その上で、現実に稼働能⼒があり本⼈に適切と判断される職場が紹介されているにもかかわらず就労しないなど、正当な理由
がない者に対しては、保護の廃⽌に⾄る前の措置として、保護の停⽌の積極的な活⽤や、保護費の減額といった柔軟な対応を設
けることによって、取組の実効性を⾼めていくべきではないか。 82

（出所）厚⽣労働省「被保護者調査」

有効求⼈倍率と「その他の世帯」の稼働世帯割合
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有効求⼈倍率

稼働世帯割合
（その他の世帯）

H27.4
被保護者就労⽀援事業 開始 ➡



級地の見直し

（単位：万円/月）

１級地－１ １級地－２ ２級地－１ ２級地－２ ３級地－１ ３級地－２

３人世帯
（夫：20～40歳、妻：20～40歳、子：3～5歳）

15.9 15.3 14.7 14.4 13.8 13.4 

高齢者単身世帯
（65歳～74歳）

8.0 7.6 7.2 7.1 6.8 6.6 

市町村数
（平成29年4月1日現在）

1,719 58 49 121 79 557 855

(100.0%) (3.4%) (2.9%) (7.0%) (4.6%) (32.4%) (49.7%)

被保護者世帯数
（平成28年7月31日現在）

1,609,004 647,194 270,673 316,486 66,489 205,603 102,559

(100.0%) (40.2%) (16.8%) (19.7%) (4.1%) (12.8%) (6.4%)

市町村の例
東京23区
横浜市
大阪市

札幌市
千葉市
福岡市

秋田市
静岡市
高知市

長岡市
三島市

佐世保市

弘前市
福知山市
今治市

結城市
篠山市

宇和島市

※ 平成30年10月時点の生活扶助額の例
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昭和５９年
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(%)

39％
（平成26年）

48％
（昭和59年）

○ 現在の級地区分は、全国消費実態調査（昭和59年）などを基礎として算出した各市町村の消費⽔準の額をもとに昭和62年度
に区分したものであり、30年が経過。その後、消費者の購買⾏動の変化、「平成の⼤合併」による市町村の広域化、地域ごとの
消費⽔準の変動など、経済社会の状況は⼤きく変化しており、⽣活⽔準の実態と乖離が⽣じているおそれ。

＜ 級地区分別の最低⽣活保障⽔準 ＞

（出所）総務省「全国消費実態調査」（平成26年） （年収⽔準）

（消費⽀出額の⽔準）

＜ 都道府県別 年収⽔準と消費⽀出額の⽔準との相関関係（全国平均＝100）＞
＜ 都道府県別 １⼈当たり消費⽀出額の全国平均との差の年次⽐較 ＞

＜ 都道府県別 消費者物価の全国平均⽐較（家賃を除く総合）＞(%)

（出所）総務省「⼩売物価統計調査（構造編）」（平成29年）

＜ 市町村合併による級地指定区分変更の状況 ＞

（出所）厚⽣労働省「第26回社会保障審議会⽣活保護基準部会資料」

昭和62年度時点の市
町村総数

昭和62年度以降、級地指定区分の変
更が無かった市町村数
（市町村合併が行われなかった市町村
を含む）

昭和62年度以降の市町村合併で級地指定区分が合併前より
上位に変更となった市町村数

計 １区分 ２区分以上

市町村数 3,253 2,432 821 559 262

構成割合 100% 75% 25% 17% 8%

（出所）厚⽣労働省「第26回社会保障審議会⽣活保護基準部会資料」

【改⾰の⽅向性】（案）
○ 級地制度について抜本的な⾒直しを⾏うとともに、定期的な⾒直しの対象としていくべきではないか。その際、現在、級地別

の⽣活扶助額は、級地ごとの消費⽀出額を基に算出しているが、消費⽀出額は収⼊の増加に応じて増加していく傾向が強く、あ
くまでも最低限度の⽣活の需要を満たす制度であるという趣旨を踏まえれば、例えば、物価の差による調整にとどめることを基
本とすべきではないか。 83

y = 0.7654x + 23.042
R² = 0.8456
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